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集会名︓ ⼟地利⽤マネジメントと連携した流域治⽔のあり⽅に関する学際的検討 
研究代表者︓ ⽊内 望 
所属機関名︓ 国⼟交通省国⼟技術政策総合研究所 
所内担当者名︓ 佐⼭ 敬洋、 ⽥中 智⼤ 
開催⽇︓ 令和 7 年 11 ⽉ 28 ⽇（⾦）〜11 ⽉ 29 ⽇（⼟） 
開催場所︓  京都⼤学防災研究所 連携研究棟３階会議室 
参加者数︓  65 名 (所外 9 名、所内 56 名)  

研究及び教育への波及効果について 
本研究会は、河川⼯学・都市計画・法制度・公共政策など多様な分野の専⾨家・⾏政・実務者が参

加し、流域治⽔と⼟地利⽤マネジメントを統合的に議論する場を提供した点で、研究・教育への波及効
果が極めて⼤きかったと考えられる。参加者アンケートからも評価する点として「分野横断的視点の獲得」
「他分野の時間軸・制度構造への理解」「現場課題の共有」が多く挙げられ、特に若⼿研究者からは「専
⾨外の視点を得られた」「ネットワーク形成に有益」といった評価が得られた。  
 また、実際の⾃治体事例が多く紹介されたことで、参加者は制度運⽤や合意形成、リスクの⾒える化、
⼈⼝減少下での都市構造調整など、流域治⽔の実務的課題を深く理解できた。これらは⼤学教育のケー
スや、実務研修の事例などとして、研究・教育双⽅での新たなテーマ設定につながると期待される。

研究集会報告 
(1) ⽬的

河川⼯学・都市計画・公共政策 を中⼼とする専⾨分野の参加者が⼀堂に会して、⼟地利⽤マネジメント
と連携した流域治⽔の現状及び課題について横断的に討議し、今後のあるべき⽅向性についての共通認識を
深めることを⽬的とする。令和 5 年 6 ⽉に開催した前回の研究集会後、流域治⽔の実践事例が多数出てき
ているため、進捗状況を共有するとともに、⼟地利⽤マネジメントに関する政策・実践⾯での課題を議論する。 

(2) 成果のまとめ
流域治⽔と⼟地利⽤マネジメントの連携を進める上、以下が重要な論点として整理された。

①分野横断的な共通課題の明確化︓不確実性への対応、順応的管理の必要性が多くの参加者から指摘
されるとともに、河川計画・都市計画・法制の「時間軸のギャップ」や、扱う空間スケールの違い、同じ⽤語が
異なる意味合いで⽤いられる場合があること、などが連携の主要な障害として共有された。

②⾃治体事例から得られた実践知︓実例を通じ、広域連携の重要性、条例運⽤の難しさ、住⺠理解・権利
調整、リスク移転（トレードオフ）など、多⾯的な課題が明らかになった。また、「⾃治体の⼯夫や苦労が理
解できた」との意⾒もみられた。

③推進の鍵となるキーワードの抽出︓納得感、⾒える化、合意形成、規制⽔準の明確化、役割分担、上下
流の利害調整、不完全性の認識などが挙げられた。これらは、流域治⽔の社会実装における核⼼的要素
であると考えられる。
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20251128 木内望 
※敬称略

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」企画 

■概 要
趣 旨：河川工学・都市計画・公共政策を中心とする専門分野の参加者が一堂に会して、土地利用マ

ネジメントと連携した流域治水の現状及び課題について横断的に討議し、今後のあるべき方
向性についての共通認識を深めることを目的とする。令和 5 年 6 月に開催した前回の研究集
会後、流域治水の実践事例が多数出てきているため、進捗状況を共有するとともに、土地利
用マネジメントに関する政策・実践面での課題を議論する。

日 程：2025 年 11 月 28 日（金）～29 日（土） 
会 場：京都大学防災研究所（宇治キャンパス） 連携研究棟３階会議室 

https://www.dpri.kyoto-u.ac.jp/maps/ （裏面の案内図参照） 
幹 事：木内望（国総研）、佐山敬洋（京大）、中村仁（芝浦工大）、大原美保（東大）、馬場美智子（兵庫県立大） 

そ の 他：京都大学防災研究所の令和 7 年度一般研究集会として実施 
タイトルは仮題のものを含む
グラフィッカー：清水麻依（パシフィックコンサルタンツ）、安田希亜良（日本エヌ・ユー・エス）

■１日目（11/28(金)）：ワークショップと話題提供を中心に

0. 開会（13:00）

1. 趣旨説明（13:05-13:20）
・今集会の趣旨と前回までの振り返り：木内望（国土技術政策総合研究所） 15min 

2. WS：気候変動下の水害リスク管理に向けた河川整備、土地利用、法規制のタイムライン（13:20-15:30） 
①趣旨説明：中野卓（建築研究所） 5min 
②水工学分野 発表者：田中智大（京都大学）、討論者：吉川沙耶花（長崎大学） 30min 
③都市計画分野 発表者：田村将太（広島大学）、討論者：中野卓（前掲） 30min 
④法学分野 発表者：釼持麻衣（関東学院大学）、討論者：二見絵里子（東京経済大学） 30min 
⑤全体討論「気候変動の不確実性と土地利用マネジメントの付き合い方」：中野卓（前掲） 25min 
⑥まとめ：瀧健太郎（滋賀県立大学） 10min 

3. 話題提供：河川管理における流域治水と都市計画における水害対策（15:40-17:15） 25×3 + 20 min 
・河川管理における流域治水の論点と課題：中村晋一郎（名古屋大学）

・都市計画における水害対策の論点と課題：木内望（前掲）

・水害に強い都市づくりに向けた検討に関わって（コンサルタントの立場から）：河口知弘（昭和設計）

・討論・進行：大沢昌玄（日本大学）

4. １日目の議論まとめと２日目への展開可能性（17:15-17:30） 15min 
大西正光（京都大学）

☆ 意見交換会（18:00-） 於：おうぱくプラザ（ハイブリッドスペース）

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書
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■２日目（11/29(土)）：事例の紹介と意見交換を中心に

1. 事例発表①：水害対策まちづくり事例（9:30-12:00） 進行：木内望 (25+5)×3 + 10×2 + 40 min 
・富山市における流域治水とコンパクトシティ：沖村一（富山市）

・平成 30 年 7 月豪雨災害後の内水対策と土地利用条例：熊谷宏惣（三次市）

・大和川流域における流域治水と土地利用：近藤善紀（奈良県）

・コメント：市川温（京都大学）、浅野純一郎（豊橋技術科学大学） 10min×2 
・意見交換とまとめ：馬場美智子（兵庫県立大学）

---------------------------------------- 昼食休憩 ----------------------------------------

2. 事例発表②：流域治水事例（13:00-15:30） 進行：大原美保 (25+5)×3 + 10×2 + 40 min 
・「吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画」の策定と今後の課題：畑山作栄（国土交通省

北上川下流河川事務所）

・滋賀県流域治水の推進に関する条例に基づく取組みの検証：中西宣敬（滋賀県流域治水政策室）

・市管理河川を対象とした流域治水計画の策定と今後の課題：平塚道紀（日立市）

・コメント：田中耕司（河川情報センター・兵庫県立大）、岡井有佳（立命館大学） 10min×2 
・意見交換とまとめ：佐山敬洋（京都大学）

3. 総合討論・まとめ（15:40-16:20） 進行：中村仁 40min 
・最終討論（参加者全員）
・全体まとめ 幹事５名
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iv



京都大学防災研究所令和７年度一般研究会 参加者プロフィール 2025.11.25

■目次（あいうえお順）
氏名：所属 p 氏名：所属 p 
・浅野 純一郎（あさの）：豊橋技術科学大学
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・フローランス ラウルナ：京都大学
・松川 寿也（まつかわ）：長岡技術科学大学
・松田 哲裕（まつだ）：ウェスコ
・安田 希亜良（やすだ）：日本エヌ・ユー・エス
・山口 敬太（やまぐち）：京都大学
・山崎 潤也（やまさき）：名古屋大学
・吉川 沙耶花（よしかわ）：長崎大学
・四井 早紀（よつい）：東京大学

大学院生
・李 惠智、﨑山 賢人 ：京都大学防災研究所
・水村 拓洋、山中 駿、沓間 翔大、佐々木 柚

月、川名 彩雲 ：芝浦工業大学大学院理工学研
究科

xiv 
xv 

xvi 

xvii 

xviii 

xix 

xx 

xxi

■プロフィール（あいうえお順）

浅野 純一郎（あさの じゅんいちろう）  https://researchmap.jp/read0182955 
豊橋技術科学大学 建築・都市システム学系 教授 １：○ 懇：○ ２：○
地方都市を対象とした土地利用研究を長年行ってきた。最近では立地適正化計画に関わるテーマが増えてきている。こ
うした経緯もあり、土地利用の観点からみた水害対策に関心があり、2022 年度より科研に取り組んでいる。災害対策
では大規模盛土造成地に関わる研究にも取り組んでいる。 

都市計画、土地利用計画、都市デザイン、近代都市計画史等 

日本建築学会、日本都市計画学会 

・浅野純一郎（2020）「地方における戦後都市計画 –戦災復興から現代まで--」中央公論美術出版
○岩永匠・浅野純一郎（2022 年 10 月）「市街化調整区域地区計画と災害の発生のおそれのある区域との重複状況と今

後の対応に関する研究」都市計画論文集 Vol.57、No.2、pp.422～431
○浅野純一郎・小倉颯太（2024 年 10 月）「大規模盛土造成地の市街地内分布特性と今後の整備課題に関する研究」都

市計画論文集 Vol.59、No.2、pp.284～293
○浅野純一郎（2025 年 4 月）「居住誘導区域設定における洪水リスクを考慮した浸水想定区域除外の実態とその要因に

関する研究」都市計画論文集 Vol.60、No.1、pp.134～148
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阿部 格（あべ いたる） 
株式会社ドーコン 水工事業本部 河川部 副主幹 １：○ 懇：○ ２：○
建設コンサルタントとして、北海道内の国管理河川の河川整備基本方針・河川整備計画変更に関する業務を担当してい
ます。変更河川整備基本方針では、気候変動による外力の増大が考慮され、従来の河道掘削･堤防整備といったハード
対策に加えて氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策として流域治水の考え方が取り入れられています。本研究集会
を通じて知見を得て、実務面から行政をサポートする立場で、流域治水の社会実装に貢献したいと考えています。 

治水計画、河道計画、河川整備基本方針、河川整備計画 

河道計画･河道設計に係る数値解析技術の高度化と有効活用の好循環形成研究会(国土技術政策総合研究所)委員 2024～ 

〇阿部格･内藤太輔･坂之井和之(2018)｢河川を基軸とした生態系ネットワーク形成の推進に関する調査研究｣ リバーフ
ロント研究所報告第 29 号

飯田 爾雅（いいだ みつまさ） 
昭和設計株式会社 都市計画部長 １：○ 懇：○ ２：○
都市計画コンサルティング業務を通じ、都市と防災がラップする分野に積極的に携わり、成熟＆縮退の時代における防
災まちづくりの実践を探求。 
具体には、東日本大震災復興業務（大船渡市）、津波避難計画、津波避難対策計画、津波防災地域づくり法の推進計画、
危険度判定調査、地震・津波アクションプログラム、防災都市づくり計画、立地適正化計画の防災指針などを実施。 

都市計画、都市デザイン 

都市環境デザイン会議、NPO 法人静岡都市デザイン機構理事、静岡市まちづくりアドバイザー 

○坂詰浩二・飯田爾雅・佐々木護（2009）「コンパクトシティの安全性向上に向けた防災環状のあり方」日本道路会議
論文集 28th

○飯田爾雅・重岡廣男（2009）「谷津山再生の意義と公民協働の推進体制のあり方についての検討」自然環境復元学会
研究発表会発表・講演要旨集 9th

○飯田爾雅 （2018）「地方都市における都市デザインの実践と建設コンサルタントの役割」平成 30 年度都市計画実務発
表会

○静岡市人流データを活用したまちづくりコンソーシアム （飯田爾雅 ・河口知弘ほか）（2022） 「「人流データ」を使い、
タクティカルアーバニズムを実践する」

○飯田爾雅、坂詰浩二、佐々木 護、成島冴生、河口知弘 （2011） 『しあわせな時間』共に創り、分かち、振り撒く （第
13 回「まちの活性化・都市デザイン競技 まちづくり月間全国的行事実行委員会会長賞」）

朝日向 猛（あさひな たけし） https://asahinatakeshi.web.fc2.com/ 
一般財団法人国土技術研究センター  
河川政策グループ、（併）都市・住宅・地域政策グループ 都市防災チームリーダー １：○ 懇：○ ２：○

阪神・淡路大震災後、市街地の災害対策として都市防災 （密集市街地整備法による対策検討等）、東日本大震災後、津波
防災地域づくり、2019 年台風第 19 号（東日本台風）後、流域治水に取り組んでいる。 

都市防災、土地利用、水災害対策、サスティナビリティ情報開示 

日本都市計画学会（防災特別委員会・第 2 部会：気候変動への対応（幹事）） 

日本建築学会 

土木学会 

〇朝日向猛（2021）「立地適正化計画における防災指針を活用した事前防災型まちづくりの提案」JICE REPORT 第 39 号
〇中村大介・朝日向猛・他（2021）「千葉県一宮川流域における流域治水に関する取組と展開に関する一考察」河川技術

論文集,第 27 巻 

〇岡安徹也・朝日向猛・竹内康彦（2022）「千葉県一宮川の事例からみる流域治水の取組と展開」建設機械施工 Vol.74

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書
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市川 温（いちかわ ゆたか） https://sites.google.com/view/rivsys 
https://researchmap.jp/read0052016 

京都大学大学院 経営管理研究部（大学院工学研究科兼担） 教授 １：△ 懇：× ２：〇
流域水動態の理解とモデル化を基礎として、流域マネジメントにも関心をもって研究を進めてきました。都市域におけ
る適切な土地利用と建築物の管理ならびにその実現方策に関心があります。 

水文学，水工計画学，流域水動態，流域マネジメント 

土木学会（水工学委員会水文部会，流域管理と地域計画の連携方策研究小委員会），水文・水資源学会 

滋賀県河川整備計画検討委員 

原・市川（投稿中）「住宅種別を考慮した日本全国の洪水曝露人口の推計」土木学会論文集 

市川ほか（2010）「水災害危険度に基づく建築規制の費用便益評価と土地利用規制との比較」土木学会論文集（66） 

寺本ほか（2010）「水災害危険度に基づく土地利用規制の適用性に関する分析」土木学会論文集（66） 

寺本ほか（2008）「地価分析を用いた水災害リスクに対する住民意識の評価に関する研究」水工学論文集（52） 

市川ほか（2007）「水災害危険度に基づく土地利用規制政策の費用便益評価に関する研究」土木学会論文集（63） 

磯村 篤範（いそむら あつのり） 
島根大学 名誉教授 １：〇 懇：〇 ２：〇
一応、専門領域は行政法学です。特に、公私協働・公物法に関心を持ってきました。法学の特殊性の一つは、学問の内
容がきわめて主観的判断によって構成されていること。法解釈論-例えば、判決-はその典型で、むしろ客観的な議論の枠
組で規範論を構成できないかと思い、河川工学の議論を夢描いています。公物（私物との区別）は今日ではきわめて相
対的で、「私」による公共性の担保は認められるべきだと考えていますが、「責任の社会的再配分」が求められるべきで
はないかと思っています・・・未だに。 

公共施設・公の施設、公物管理権（公物管理責任）、その法的根拠（包括的権能か物権的支配権か）、公私協働 

日本公法学会、関西行政法研究会 

＜論文＞ 
磯村篤範 「公的サービスへのネットワークシステムの導入の検討－情報共助ネットワークの社会的役割の評価につい

て」：野呂充･岡田正則･人見剛･石﨑誠也『現代行政とネットワーク理論』（法律文化社・2019 年）224 頁以下
磯村篤範 「治水管理の担い手の変化と洪水ハード対策の守備範囲の検討－河川法に基づく河川管理行政の今日的な意

味についての一考察」法律時報 91 巻 12 号（2019 年）69 頁以下 
磯村篤範 「法治主義と災害」：高橋明男編『法治主義から読み解く 憲法・行政法の要点』（法律文化社・近刊） 
＜判例紹介＞ 
磯村篤範 ダム建設事業への公金支出の差止請求住民訴訟事件（大阪府）判例地方自治 481 号（令和 4 年）76 頁以下 

石井儀光（いしい のりみつ） https://www.nilim.go.jp/lab/jbg/laboratory.html 
国土交通省国土技術政策総合研究所 都市研究部都市計画研究室 室長 １：△ 懇：○ ２：○
主に都市構造の可視化や３D 都市モデルに関する研究に取り組んでいます。水害リスクやハザード情報の可視化は重要
なトピックであり、人口分布や事業所の分布をはじめとする都市構造や土地利用規制等との関わりを分かりやすく可
視化する方法などに取り組んでいます。通学路の安全性や郊外住宅団地の再生といった研究にも取り組んでいます。 

都市解析、都市計画、集団規定、団地再生、高齢者の居場所づくり 

所属学会：日本都市計画学会（都市構造評価特別委員会）、建築学会、土木学会、日本オペレーションズ・リサーチ学
会、地理情報システム学会等 社会活動：石岡市都市計画審議会、石岡市空家等対策協議会等 

〇佐藤佳乃・石井儀光・大澤義明(2025)「緊急輸送道路網の機能低下をもたらす空き家倒壊の影響」 都市計画論文集 
60(3) 

〇髙舘祐貴 ・喜々津仁密 ・宮村雅史 ・石井儀光他(2024) 「令和元年房総半島台風による屋根の強風被害調査と被害分析」
日本建築学会技術報告集 30 (74) 

〇五十石俊祐 ・石井儀光 (2023) 「郊外市町村における戸建て空き家の社宅活用可能性に関する研究」日本建築学会計画
系論文集 Vol. 88, No. 813 

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書
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大沢 昌玄（おおさわ まさはる） https://sites.google.com/view/cityplanning-oosawa-lab 

日本大学 理工学部 土木工学科 教授 １：〇 懇：〇 ２：× 

2010 年ごろから「都市と河川の相互連携」についての研究を開始し、区域 MP ・市町村 MP と河川整備基本方針・河川
整備計画の相互連携の課題と可能性について探求しました。その中で、浸水リスクと土地利用について考えるようにな
り、今はコンパクトシティ施策と災害リスクのあり方等について、学術と実務の両面から展開しています。 

都市計画、都市交通計画、市街地整備、災害復興、土木史、都市計画史 

日本都市計画学会 理事、防災特別委員会第 4 部会幹事、社会連携委員会副委員長 など 

土木学会地下空間研究委員会 委員長、計画小委員会委員長 など 

国土交通省 河川技術評価委員会委員、社会資本整備審議会技術部会・交通政策審議会技術分科会臨時委員 など 

中野区・練馬区・武蔵野市・東村山市・川崎市・相模原市・三浦市・東金市・清水町 都市計画審議会委員 など 

〇大沢昌玄・小間井孝吉・阿曽克司・眞島俊光・埒正浩「浸水想定区域図と都市計画の連携に関する基礎的研究」土木学
会第 67 回年次学術講演会 

〇眞島俊光・大沢昌玄・小間井孝吉・埒正浩「立地適正化計画の誘導区域設定における災害リスク反映に関する考察」土
木計画学研究・講演集 Vol.56 

〇大沢昌玄･岡田一天「災害リスクを踏まえた都市と河川の連携の実際と変遷」土木計画学研究･講演集 Vol.62 等 

大西 正光（おおにし まさみつ） https://researchmap.jp/read0112035 
京都大学・大学院工学研究科 教授 １：○ 懇：○ ２：○
インフラ・プロジェクトの制度、とりわけ PPP (Public Private Partnership)に関する研究に取り組んできました。2016 年
からは京都大学防災研究所に所属し、BCP や大規模火山噴火を対象とした危機対応時の態勢構築を目指した実践的研
究に従事し、災害リスクガバナンスのあり方について学際的に思索しています。
災害リスクガバナンス、官民連携、リスクコミュニケーション、制度分析、経済分析 

土木学会建設マネジメント委員会災害対応ガバナンス研究小委員会 委員長 

日本学術会議 土木工学・建築学委員会インフラレジリエンス分科会 連携会員（特任） 

○Ken Sugo, Masamitsu Onishi, Yoshiyuki Yama, Masato Iguchi, Genta Nakano, Kensuke Takenouchi, Katsuya Yamori,
Hiroshi Shimamoto (2025), Study on the Process of Behavioral Change of Local Residents in Preparation for a Large-
Scale Eruption of Sakurajima. Journal of Disaster Research, 20(3), 342-353.

○大西正光, 竹之内健介, 本間基寛, 金井昌信 (2019) 「気象情報のサービスプロセスにおける官民の役割に関する研究」
災害情報 17(2)

○大西正光, 関克己, 小林潔司, 湧川勝己 （2018）「火山災害における避難指示と想定外リスク」土木学会論文集 D3 （土
木計画学）74(1)

大原 美保（おおはら みほ） https://sites.google.com/g.ecc.u-tokyo.ac.jp/ohara-lab 
東京大学・大学院情報学環／生産技術研究所 教授 １：○ 懇：○ ２：○
災害リスク・レジリエンスの現状や将来あるべき姿に関心を寄せています。災害リスク・レジリエンスの評価手法の開
発、災害リスク情報を活用した災害対策・まちづくりや災害対応計画立案などに関する研究に従事してきました。災害
リスクを踏まえた社会づくり（Risk-informed society）に貢献できたらと思います。
災害リスク・レジリエンス評価、防災計画、災害対応
所属学会：土木学会、地域安全学会、日本自然災害学会、日本災害情報学会など 
委員等：日本学術会議連携会員、中央防災会議委員、日本工学アカデミー会員、 

内閣府 政府業務継続に関する評価等有識者会議委員等、総務省 独立行政法人評価委員会委員等 
〇大原美保・南雲直子・新屋孝文（2022）：平成 30 年 7 月豪雨災害での被災事業所の営業再開・生産活動の回復状況の分析 
〇大原美保・澤野久弥・馬場美智子・中村仁（2018）:建築規制を伴う浸水警戒区域指定の前後における住民意識の変化 
〇大原美保・澤野久弥・馬場美智子・中村仁（2017）: 水害に強い地域づくりへの参加意向に関する調査分析 : 水害リスクを

踏まえた住まい方への転換に向けて— 

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書
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岡井 有佳（おかい ゆか） https://researchmap.jp/09110102 
立命館大学 理工学部 教授 １：〇 懇：〇 ２：〇
都市計画の制度論を中心に、特に人口減少を踏まえたコンパクトシティのあり方について研究しています。その一環と
して、近年は、水害リスクを考慮した都市計画・土地利用規制に課する研究にも取り組んでいます。フランスの都市計
画制度も対象としており、フランスでの水害リスクに対応した都市計画・土地利用規制の研究も行っています。 

都市計画、土地利用、コンパクトシティ、広域行政、フランス 

日本建築学会：建築法制委員会、不確実性を踏まえたゾーニング制度研究小委員会 

日本都市計画学会：関西支部副支部長、シュリンキングシティ研究会 
滋賀、大阪、京都等の自治体各委員会（都市計画審議会、建築審査会、流域治水推進審議会、国土利用計画審議会等） 

○馬場美智子・岡井有佳・喜多孝輔（2024）「水害リスクを考慮した居住誘導区域の設定と防災指針の策定に関する研
究」『日本都市計画学会都市計画論文集 No59-3』、日本都市計画学会、pp.900-907

○馬場美智子 ・岡井有佳 （2021）「水害対策としての開発規制に関する都道府県条例等に関する研究」『都市計画論文集
No56-3』日本都市計画学会、pp.1481-1487

○馬場美智子 ・岡井有佳 （2017）「日仏の水害対策のための土地利用・建築規制」『都市計画論文集 No52-3』pp.610-616

沖村 一（おきむら はじめ） https://www.city.toyama.lg.jp 
富山市建設部河川整備課 課長 １:〇 懇:× ２:〇 

河川や雨水幹線等の施設整備やそれ以外のソフト対策等にも積極的に取り組んでいます。 

下水道、河川 

河口 知弘（かわぐち ともひろ）  https://shizuoka-showa.co.jp/ 
昭和設計株式会社 都市計画部 都市デザイン室 室長 １：○ 懇：○ ２：○
立地適正化計画の防災指針、防災都市づくり計画、地震・津波アクションプログラムなどの検討業務を通じ、防災まち
づくりの実践を探求しています。 
近年は、住宅政策や産業政策等に係る調査・研究・計画からも、都市の安全性を高める取組を考え、現実社会に実装し
ていくことを目指しています。 

都市計画、都市デザイン 

都市計画家協会 

○静岡市人流データを活用したまちづくりコンソーシアム （飯田爾雅 ・河口知弘ほか）（2022） 「「人流データ」を使い、
タクティカルアーバニズムを実践する」

○飯田爾雅、坂詰浩二、佐々木 護、成島冴生、河口知弘 （2011） 『しあわせな時間』共に創り、分かち、振り撒く （第
13 回「まちの活性化・都市デザイン競技 まちづくり月間全国的行事実行委員会会長賞」）

木内 望（きうち のぞむ） https://researchmap.jp/n_kiuchi 
国土交通省国土技術政策総合研究所・都市研究部 シニアフェロー １：○ 懇：○ ２：○
2015 年頃から、水害リスクのある地域での治水整備と連携した土地利用の規制・誘導のあり方を研究しています。その
一環として、水害を考慮した建築物の計画のあり方と、対策の費用対効果についても検討してきました。現在は、多段
階的な浸水リスクを踏まえた多段階的な土地利用規制・誘導の理論化（科研）等に取り組んでいます。 

都市計画、都市の土地利用計画、住環境整備、水害対策まちづくり 

日本都市計画学会：防災特別委員会第２部会（気候変動） 

日本建築学会：マルチハザードに対応可能な耐複合災害建築小委員会 

日立市本庁舎浸水対策に関する在り方検討ワーキング（茨城県日立市） 

建築物における電気設備の浸水対策のあり方に関する検討会（国土交通省・経済産業省） 

「水害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会（国土交通省） 

〇竹谷秀一・中野卓・木内望他（2023）「仮想市場評価法による戸建て住宅の水害対策への支払意思額の推定」日本建
築学会技術報告集 31(78) 

〇木内望・中野卓（2023）「建築物の浸水対策案の試設計に基づくその費用対効果に関する研究」建築研究報告(153) 

〇木内望（2019）「水害リスクを踏まえた建築・土地利用マネジメントに関する考察:」都市計画論文集 54(3) 
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邱 中睿（きゅう ちゅうえい） 
一般財団法人国土技術研究センター 河川政策グループ 主任研究員 １：○ 懇：○ ２：○
気候変動を踏まえた海岸保全のあり方や土地利用の検討に取り組んでいました。現在は、TCFD（気候関連財務情報開
示タスクフォース）等の民間企業のサステナビリティ開示や企業防災の検討に取り組んでいます。 

海岸保全、水災害対策、TCFD、企業防災 

土木学会 

〇有村盾一・邱中睿・岡安徹也他（2021）「大規模アンサンブル気候予測データベース(d4PDF)の台風を対象としたバイ
アス補正手法とその将来変化予測」土木学会論文集 B2（海岸工学），Vol. 77, No. 2, I_973─I_978, 2021.

〇渡邊国広・加藤史訓・邱中睿他（2023）「砂浜訪問の旅行実態に関する WEB アンケートから算定した砂浜利用上の
価値」土木学会論文集, Vol. 79, No. 18, 23-18122, 2023. 

〇朝日向猛・邱中睿他「TCFD 企業の気候変動関連リスク開示と対策の支援を通じた流域治水の推進」JICE REPORT 
第 44 号 

熊谷 宏惣（くまがい こうそう） https://www.city.miyoshi.hiroshima.jp/ 
三次市建設部都市建築課 課長 １：× 懇：× ２：○
都市建築課では土地利用規制の他に都市計画法・景観・建築基準法・盛土規制法・空き家対策など幅広い分野を担当し
ています。 

都市計画、土木一般 

桑原 正人（くわはら まさと） https://www.dpri.kyoto-u.ac.jp/member/#atmosphere 
パシフィックコンサルタンツ株式会社 国土基盤事業本部 

京都大学防災研究所 寄附研究部門 流域土砂マネジメント研究領域

シニアテクニカル
ディレクター
特定講師

１：〇 懇：× ２：×

河川・流域マネジメント、砂防計画、防災・危機管理等の実務に携わる建設コンサルタント会社からの寄附に基づく研
究部門という特徴を踏まえ、気候変動を考慮し様々な物質輸送現象を対象とした混相流解析モデルの高度化を図ると
ともに、実流域に適用可能な効率的・効果的な土砂災害対策技術をはじめとする実務に実装可能な流域土砂マネジメン
ト技術を開発しています（クロスアポイントメント制度により兼務）。
河川工学・河道計画・河道設計・流域治水・総合土砂管理・水防災・危機管理
○吉武央気, 桑原正人, 南まさし, 高野和成：河床変動解析モデルを応用した河道維持管理に資する仮想着色砂モデル

の開発, 河川技術論文集, 第 30 巻, pp317-322, 2024.

○島田立季, 桑原正人,  片山直哉, 柏田仁, 竹林 洋史: 洪水流の適正分派と土砂環境の変化に配慮した放水路分派形
状の検討, 土木学会論文集 B1（水工学）, 74(4), I_1369-I_1374, 2018.

〇桑原正人, 竹林洋史, 岡部健士, 浅見ユリ子, 森下祐：河道内樹木の流失限界に関する水理実験及び河床変動解析モ
デルの適用, 河川技術論文集, 第 15 巻, pp159-164, 2009. 

釼持 麻衣（けんもち まい） https://researchmap.jp/kemmochi 
関東学院大学 法学部 准教授 １：〇 懇：〇 ２：〇
良好な都市環境の形成・保全や気候変動への適応に関心をもって、法学の観点から研究しています。最近は特に、流域
治水や気候変動適応を実現するための法政策のあり方について、国内外の法制度や判例等の文献調査、自治体職員への
ヒアリング、学際的な研究プロジェクトへの参画などを行いながら研究を進めています。
行政法、環境法、自治体法務 

環境法政策学会、日本都市計画学会、公法学会、都市住宅学会 

釼持麻衣（2021）『気候変動への「適応」と法：アメリカに学ぶ法政策と訴訟』 

〇釼持麻衣（2024）「アメリカの雨水管理法制による開発行為等への雨水流出抑制の義務づけ ―グリーンインフラの促
進と気候変動への適応を視野に―」都市計画論文集 59(3) 

〇釼持麻衣（2022）「条例による建築・開発行為等における雨水流出抑制策の促進」都市とガバナンス(38) 
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近藤 民代（こんどう たみよ） https://researchmap.jp/tamiyo_kondo 
神戸大学 都市安全研究センター 教授 １：〇 懇：× ２：×
被災者の住宅減災復興（住宅の高床化と個人宅地の嵩上げ）の意思決定と行動を、リスクコミュニケーションでどう促
すかに関心があります。兵庫県立大学の馬場美智子先生との共同研究です。また、ハザードやリスクの特性に応じた、
土地利用規制や不動産買い上げの手法について、日本、米国、NZ を対象として減災と復興の視点から研究しています。 

居住環境計画、住宅減災復興 

日本建築学会、日本都市計画学会、地域安全学会、日本災害復興学会 

奈良県 総合治水対策推進委員会 委員、静岡市が作成する「住宅の耐水・耐浪化に係るガイドライン」案の監修 

〇近藤 民代, 馬場 美智子, 藤井 諒平 （2023）水害常襲地における被災者による住宅減災復興と主観リスクの関係性に
関する研究, 都市計画論文集, 58 巻, 1 号, p. 58-69 

〇Kondo, T. (2025). Risk-Sensitive Land Use Planning. In: Shaw, R. (eds) Encyclopedia of Disaster Risk Reduction. Springer. 

近藤 善紀（こんどう よしのり）  
奈良県 県土マネジメント部河川整備課 主幹 １:× 懇:× ２:〇
奈良県庁において、河川整備や内水対策などを担当し、流域治水の推進に取り組んでいます。流域全体での治水効果を
高めるため、市町村との連携を通じて、土地利用との調整や計画づくりを進めています。行政実務の立場から、地域主
体の治水と土地利用の一体的な推進に関心を持っています。 

笹川 遼（ささがわ りょう） https://www.jice.or.jp/ 
一般財団法人国土技術研究センター 河川政策グループ 研究員 １：○ 懇：○ ２：○
要配慮者利用における、津波に対する避難の計画や避難訓練について取り組んでいます。 

津波防災、避難計画、避難訓練 

沿岸域学会 建築学会 

◯笹川遼・今井晴貴・菅原遼・畔柳昭雄 （2020）「佐渡島における舟小屋の現状に関する調査研究 その 3 加茂湖湖畔
における護岸整備と舟小屋の関係性」

佐山 敬洋（さやま たかひろ） http://flood.dpri.kyoto-u.ac.jp/sayama/ 
京都大学 防災研究所 防災技術政策研究分野 教授 １：〇 懇：〇 ２：〇

水工学・水文学を基礎に洪水予測と水害リスク評価に関する研究を進めています。特に、降雨流出から洪水氾濫までを
流域規模や全国規模で一体的に解析するモデル(RRI モデル)の開発と応用に関する研究を実施しています。流域治水の
観点からは、地先の水害リスク評価や流域水害対策計画のあり方を整理したうえで、治水対策と土地利用マネジメント
をどう連携するかが大切であると考えています。 
水工学・水文学・水害リスクマネジメント・洪水予測 
〇佐山敬洋：民間企業による適切な浸水リスク評価に向けた今後の展望、河川、No. 922, pp. 24-28, 2023. 
〇Takahiro Sayama, et al., Parameter regionalization of large-scale distributed rainfall–runoff models using a conditional 

probability method, Prog Earth Planet Sci, 12, 17, 2025. https://doi.org/10.1186/s40645-025-00691-w 
社会資本整備審議会 河川分科会 河川整備基本方針検討小委員会 委員 
環境省「気候変動による災害激甚化に関する影響評価検討委員会」委員 
自然災害学会「自然災害科学」編集長、水文・水資源学会国際誌「HRL」編集委員 

清水 麻依（しみず まい） https://www.pacific.co.jp/ 
パシフィックコンサルタンツ（株） 中部支社 国土基盤事業部河川室 技師二級 １：○ 懇：○ ２：○
今春、滋賀県立大学を卒業し、パシフィックコンサルタンツに入社いたしました。学生時代は、フィリピンのラグナ湖
流域を対象に、水災害リスク評価とその対応策について研究しておりました。現在は、防災教育やダム周辺の地域活性
化などに携わっております。 
今回の研究集会ではグラフィッカーとして参加させていただきます。皆様の議論がより実りあるものとなるよう、精一
杯努めますので、よろしくお願いいたします。 

流域治水、防災教育、グラフィックレコーディング 
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徐 非凡（じょ ひぼん）  https://researchmap.jp/xufeifan 
名古屋大学 大学院環境学研究科 
附属持続的共発展教育研究センター 

准教授 １：○ 懇：○ ２：○

2022 年から、都市の交通・輸送システムが気候変動下で受ける影響と、適応策の評価に関する研究を進めてきました。
特に、水害・土砂災害による鉄道・道路ネットワークのリスク評価手法の構築や、自治体の気候変動適応政策支援を行
っています。 

都市計画、気候変動適応、交通ネットワーク、災害リスク評価、環境政策、自治体支援 

日本都市計画学会：気候変動時代の包摂的な空間デザイン研究会活動に参画 

「世界首長誓約／日本（GCoM Japan）」地域コーディネーターとして自治体の脱炭素・適応政策を支援 
◯松本和司 ・徐非凡 ・加藤博和 （2025）「豪雨時の斜面崩壊に伴う孤立地域発生可能性の気候変動による変化の予測」土木学会論文集 80(27)
◯佐藤千江・加藤博和・徐非凡（2025）「立地適正化計画や関連計画における脱炭素化考慮の現状と課題」（都市計画論文集 60(1)） 

◯田島治希・徐非凡, 加藤博和（2023）「気候変動による鉄道ネットワークの水害リスク変化の評価に関する研究」土木学会論文集 79(27)

瀬木 俊輔（せぎ しゅんすけ） https://researchmap.jp/segi_shunsuke 
神戸大学大学院工学研究科市民工学専攻 准教授 １：○ 懇：○ ２：○
空間経済学・都市経済学・OR などを応用し、インフラの整備効果を評価する研究に取り組んでいます。治水対策の分
野では、気候変動の不確実性を考慮した治水投資事業へのリアルオプション分析の研究に取り組んできました。現在
は、住民の災害リスクの不完全認識を前提とした効率的な土地利用誘導とその便益評価や、堤防の破堤確率を考慮した
地域の浸水リスクの定量化手法にも取り組み始めています。 

空間経済学、都市経済学、OR、計算経済学（定量的空間モデルなど） 

土木学会小委員会「沿岸まちづくり小委員会」委員 

国土交通省河川局「河川事業の評価手法に関する研究会 経済分析 WG」委員 

〇瀬木 俊輔, 湧川 勝己, 錦織 俊之, 小林 優輔 (2020): 気候変動の不確実性を考慮した長期的な治水計画に対するリ
アルオプション分析の適用, 河川技術論文集, Vol. 26, pp. 259-264.

〇瀬木 俊輔, 湧川 勝己, 錦織 俊之, 小林 優輔 (2022): 気候変動の不確実性を考慮した治水施設に対する予算配分の
動学的最適化, 土木学会論文集 D3（土木計画学）, Vol. 78, No. 3, pp. 78-92. 

〇瀬木 俊輔 (2025): 数値標高モデルからの河道縦横断データの自動抽出手法, 土木学会論文集, Vol. 81, No. 8, 25-00026.

髙野 健人（たかの けんと） https://researchmap.jp/kentotakano 
福山市立大学 都市経営学部 助教 １：○ 懇：○ ２：○
都市と農村の境界エリアにおける土地利用コントロールを包括した持続可能な空間の管理を研究テーマとしています。
現在は、良好な都市景観の形成と災害リスク低減の両立を図るため、街路樹や公園緑地、農地などのグリーンインフラ
に着目したマネジメントモデルの導出について検討を進めています。 

造園、都市及び地方計画、ランドスケープデザイン、公園緑地計画、土地利用管理 

日本建築学会、日本造園学会、日本都市計画学会、日本景観生態学会、土木学会 

○髙野健人・秋田典子（2016）「コミュニティ型市民農園による市街化調整区域の土地利用管理に関する研究」ランド
スケープ研究 79(5)

○髙野健人・秋田典子（2015）「開発許可条例による市街化調整区域の土地利用コントロールに関する研究:神奈川県相
模原市における都市計画法第 34 条 11 号の条例を事例として」都市計画論文集 50(1)

○髙野健人・秋田典子（2013）「首都圏近郊整備地帯の市街化調整区域における土地利用コントロールに関する研究」
ランドスケープ研究 76(5)
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瀧 健太郎（たき けんたろう） https://researchmap.jp/read0152809 
滋賀県立大学 環境科学部 教授 １：○ 懇：○ ２：○
川の日（7 月 7 日）生まれ。大阪府出身。京都大学大学院修了後、民間企業を経て滋賀県庁勤務（18 年間）ののち現職。
河川・流域政策の実務を長年にわたって担当。国内外のたくさんの川やそこに関わる人びととの出会いを通じて、地域
に愛される川こそが“いい川”だと信じるようになりました。現在は、流域の水循環と社会システムとの相互関係に着目
し、持続可能な流域社会の実現に向けた政策や計画に関する研究を進めている。流域政策・計画に関する学問分野の体
系化を目指しています。 

流域治水，自然再生，河川計画，氾濫原管理，河川環境，統合的流域管理 

土木学会 

応用生態工学会、日本生態学会 

国土交通省 北海道開発局 石狩川流域生態系ネットワーク協議会 

環境省 自然環境局 自然を活用した解決策（NbS）の推進に係る検討会 

農林水産省 近畿農政局 近江東部地区技術検討委員会   ほか 

〇安田希亜良・石澤沙耶香・瀧健太郎竹谷秀一 （2025） 「石狩川と旧川湖沼の連続性回復に伴う「流域治水×自然再生」
事業効果推定法の提案」土木学会論文集 

〇泉野珠穂, 金尾滋史, 瀧健太郎 （2025） 「滋賀県犬上川中下流部における熱赤外画像及び二次元不定流解析を用いた湧
水性希少魚種のハビタット保全計画の検討」河川技術論文集 31 

〇山村 孝輝, 西野 駿治, 山田 真史, 佐山 敬洋, 川池 健司, 瀧 健太郎 （2025）「流域治水計画検討のための 降雨流出
氾濫(RRI)モデルと非構造格子二次元不定流(UNST-2D)モデルの連成解析法の検討」河川技術論文集 31 

田中 耕司（たなか こうじ） https://researchmap.jp/read0153339 
（一財）河川情報センター 企画調整部・流域情報事業部 
兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科 

副部長・上席参事 
客員教授 

１：〇 懇：〇 ２：〇

（株）建設技術研究所で 25 年間、河川流域全般の業務に従事してきました。その中で、滋賀県・兵庫県・京都府の流
域治水政策に基づく事業に従事してきました。大学ならびに財団で、内水・外水氾濫の洪水対策を考える上で、地球温
暖化の下での外力評価とそれに伴う多段階的な被害推計等について流域治水を含む総合的な検討しています。さらに、
三重県紀宝町鮒田地区での地区防災計画や施策の定着のための取り組みとその効果について検討しています。 

河川工学、防災まちづくり、地区防災計画 

堺市における洪水避難に関する意見交換会
土木学会, 水工学委員会水理・水文統計解析研究小委員会
土木学会応用力学委員会 逆問題小委員会 

〇大森大喜, 田中耕司：温暖化を踏まえた新たな流域平均雨量の提案と洪水ピーク 流量の関係性に関する考察 ，河川
技術論文集 29，2023 年 6 月 

〇前中裕貴, 田中耕司, 山口行一, 竹之内健介, 東良慶, 玉木秀幸 ：2 次的内水氾濫の発生とその防災・減災対策の課題 ，
土木学会論文集 F6（安全問題）77(2)，pp.I_123-pp.I_133，2021 年 11 月 

〇瀧健太郎, 中村亮太, 原田守啓, 田中耕司：霞堤治水機能の評価方法および流域治水計画における位置づけに関する
一考察 ，河川技術論文集 27，pp.557-pp.562，2021 年 6 月 

〇田中耕司, 北野利一, 吉田達也, 前田茂穂：年間上位 r 個を対象にした極値解析による超過確率 1000 年規模で設定さ
れる想定最大規模降雨の妥当性，河川技術論文集 24，pp.385-pp.390，2018 年 6 月 

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書
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田中 智大（たなか ともひろ） https://researchmap.jp/7000019220 
京都大学大学院 防災研究所 准教授 １：○ 懇：○ ２：○
気候変動を考慮して現在と将来の洪水リスクを評価し，対策するための手法を提案しています．具体的には，１）河川
流量・氾濫を予測するための水理・水文モデルの開発，２）極値統計学を用いて現在と将来の極端洪水の発生確率を推
定する手法の確立に取り組み，それらを膨大な気候予測データと組み合わせることによって洪水リスク評価手法の確立
を目指しています．さらに，地域ごとの洪水リスクに応じて河川整備や住まい方を変える都市計画的な洪水リスク管理
策を実装した場合の効果を評価するための経済モデル開発にも取り組んでいます．これらの手法の確立と対策の評価を
通じて，洪水のリスクを把握して対処できる社会の実現を目指します． 

降雨流出モデル、気候変動影響評価、洪水リスク評価、立地選択、極値統計解析、マルチエージェントモデル 

グローカル気候変動適応研究推進小委員会 
損害保険料率算出機構災害科学研究会 風水害部会 
令和 5 年度気候変動による災害激甚化に関する影響評価検討委員会 
経済分析ワーキンググループ 

〇﨑山賢人・田中智大・市川温（2025）「人口と都市の時間的変化を踏まえた立地選択モデルの高度化と京都盆地にお
ける洪水リスク評価への適用」土木学会論文集 81(7), 24-00305. 

〇Tanaka et al. (2022)「Novel framework for assessing long‐term flood risk management pathways focusing on river channel 
improvement and amenity policies」Journal of Flood Risk Management 

〇田中ら（2018）「浸水被害確率マップ作成手法の開発と宅地かさ上げによる便益評価への応用」土木学会論文集 B1 （水
工学）62 I_1477-I_1482 

田村 将太（たむら しょうた） https://researchmap.jp/ST4728 
広島大学大学院 先進理工系科学研究科 建築学プログラム 助教 １：○ 懇：○ ２：○
2018 年の平成 30 年 7 月豪雨をきっかけに、豪雨による災害（土砂災害や水害）に対応した都市のあり方について研究
しています。現在では、防災・減災の視点からグリーンインフラを活用した土地利用計画のあり方や豪雨災害を想定し
た流域土地利用のあり方について研究しています。 

都市計画、都市防災、土地利用計画、コンパクトシティ、地理情報システム（GIS） 

平成 30 年 7 月西日本豪雨災害調査 WG（日本建築学会） 

共同研究プロジェクト：豪雨災害を想定した流域土地利用計画を描く～「まもる」「さける」「つきあう」の適正配置に
向けて（東広島市） 

〇荒木良太…田村将太・田中貴宏（2022）「洪水抑制効果に着目した市街地内のグリーンインフラ導入計画シナリオ評
価－広島県呉市中央地区を対象とした配置と量の検討－」都市計画論文集 57(3) 

〇田村将太 ・田中貴宏（2019）「三原市本郷都市計画区域における平成 30 年 7 月豪雨の浸水エリアの特徴－浸水想定区
域および宅地開発の変遷との関連に着目して－」地域安全学会論文集 35 

〇森山大成 ・城本大暉 ・田村将太 ・田中 貴宏 （2024）「黒瀨川流域における都市化がもたらす洪水氾濫への影響に関す
る研究－潜在自然植生シナリオとの比較を通して－」日本建築学会技術報告集 30(76) 

〇田村将太・赤松一澄・片野裕貴・田中貴宏・松尾薫・横山真（2025）「津波被害が予想される地区における事前復興
に向けた空間計画策定手法の提案とその有効性の検証 －和歌山県由良町神谷地区を対象として－」土木学会論文集
81(9) 

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書
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千葉 学（ちば まなぶ） 
一般財団法人 北海道河川財団 企画部 主幹 １：○ 懇：○ ２：○
2018 年頃から、諸外国の気候変動適応策やリスク評価、及びその社会実装に関する事例を調査し、北海道開発局が設
置した気候変動や流域治水に関する検討会等へ情報提供しています。特にオランダの水害リスク評価・低減策に着目し、
日蘭の専門家らで技術交流を重ね、新たなリスク評価手法を開発する国際共同研究プロジェクトに取り組んでいます。 

水害リスク評価、気候変動適応策、他分野リスク比較 

北海道地方における流域治水のあり方検討会 （国土交通省北海道発局等）ほか一連の検討（事務局として）2016～2025

日蘭共同研究「北海道における洪水リスクと気候変動」（オランダ企業庁 水のパートナープログラム）2019～2021 

日蘭共同研究「北海道とオランダにおける気候変動及び洪水リスク評価」（オランダ公共事業局ほか）2022～2024 

〇千葉ら(2018)「オランダの治水分野における気候変動適応策の検討･実施状況に関する調査報告」河川技術論文集 24

〇千葉ら(2019)「オランダの治水分野における気候変動適応策の検討･実施状況に関する調査報告(第２報)」河川技術論文集 25 

〇一般財団法人北海道河川財団（2019）「気候変動を踏まえた新しい洪水リスク解析［降雨・流量編］」 

〇Bob Maaskant, Bas Kolen, Manabu Chiba, et al.（2021）「Flood Risk and Climate Change Hokkaido - Final Report」 

内藤 悟（ないとう さとる） 
東海大学法学部 教授 １：〇 懇：〇 ２：〇 

環境法、地方自治法の視点から、近年は再エネ発電設備の立地に関する規制・誘導のほか、採石等資源開発における流
域環境への配慮について関心をもっています。 

環境法、地方自治法、再生可能エネルギー 

環境法政策学会、日本地方自治学会 

内藤悟(2024)「再生可能エネルギー導入促進をめぐる誘導手法に関する一考察」法学新報 130(7・8)  
内藤悟(2024)「再生可能エネルギーと地域の土地利用—エネルギー環境法入門」法学教室 (521) 
内藤悟(2020）「平成 23 年 7 月新潟・福島豪雨に伴う只見川氾濫による浸水被害において発電用利水ダムの設置者であ
る電力会社にダム調整池の浚渫義務が認められた事例」自治研究 96（9） 
内藤悟(2014)「資源開発における環境配慮 : 岩石採取に係る自治体行政実務を例として」自治研究 90(2)  

中尾 聡史（なかお さとし） https://researchmap.jp/nkosts 
京都大学大学院工学研究科・都市社会工学専攻 准教授 １:〇 懇:〇 ２:× 

地域の移動特性や交通行動、観光地における人流、道路ネットワークのレジリエンスなど、モビリティを軸に幅広く研
究を行ってきました。また、鬼・河童の民話や地域に伝わる語りに着目し、生活文化と土木の関係を考察する民俗学的
研究にも取り組んでいます。近年は、高齢者のモビリティと地域コミュニティの実態を、生活文化やナラティブの視点
からも分析し、地域社会の移動の構造を検討しています。 

土木計画、交通計画、土木民俗 

中尾聡史他(2019)「大規模震災がもたらす道路破断の予測モデルの構築に関する研究」土木学会論文集 D3 

鎌谷崇史、中尾聡史他(2019)「大規模震災に対する各地域の道路ネットワークレジリエンス評価」 土木学会論文集 F4

中尾聡史他(2012)「中小企業における事業継続計画の導入に関する研究」 土木学会論文集 F4 

中西 宣敬（なかにし のりたか） https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/ 
/kasenkoan/19554.html 

滋賀県 土木交通部 流域政策局 流域治水政策室 室長補佐 １：× 懇：× ２：〇
2014 年の流域治水条例の制定、2025 年 7 月に流域治水推進審議会からいただいた条例に基づく取組検証に事務局とし
て携わりました。現在は、本答申を踏まえた制度改善の検討に取り組んでいます。 

河川計画、流域治水 

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書
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中野 卓（なかの たく） https://researchmap.jp/taku_nakano 

国立研究開発法人 建築研究所 住宅・都市研究グループ 主任研究員 １：〇 懇：〇 ２：〇
2019 年の建築研究所への着任後に、都市における水害対策に係る研究を開始。水害対策研究については木内望氏（本
集会幹事）と共同で実施しており、私は主に GIS･統計解析を担当しています。2024 年 5 月には、国勢調査ミクロデー
タと GIS を用いて、洪水浸水想定区域内の属性別人口･世帯数を特別集計したデータを一般公開し、2025 年度 GIS 学会
賞を頂きました。宜しければ一度ご覧ください（https://www.kenken.go.jp/japanese/research/hou/hpe2020/index.html）。
都市計画、土地利用、住環境、住宅政策、統計解析 

日本建築学会 都市計画委員会 住環境計画小委員会・幹事 

日本建築学会 建築法制委員会 不確実性を踏まえたゾーニング制度小委員会 

日本都市計画学会 気候変動時代の包摂的な空間デザイン研究会（研究交流分科会 A） 

〇中野他(2024) 「国勢調査ミクロデータに基づく災害リスク地域内の居住人口･世帯数推計」建築学会計画系論文集(819)

〇木内･中野 (2023)「建築物の浸水対策案の試設計に基づくその費用対効果に関する研究」建築研究報告(153) 

〇中野･木内(2021)「水害実績図を用いた市街地における浸水実績の把握と水害リスクの評価」都市計画論文集 56(3) 

〇中野･木内(2020)「水害リスクを踏まえた都市づくりにおける洪水浸水想定区域の活用可能性と課題」都市計画論文集 55(3) 

中村 晋一郎（なかむら しんいちろう） https://researchmap.jp/shinichiro_n 
名古屋大学 大学院工学研究科 土木工学専攻 准教授 １：○ 懇：○ ２：○
自己紹介・研究テーマと研究集会との関連など（数行程度） 
人間と水の相互作用について研究をしています。中でも「堤防効果」に着目した歴史的なプロセスの分析やモデリング
を行なっており、制度的・技術的対策を導入した場合の長期的な影響評価を目指しています。 

専門分野・キーワード等 人間－水相互作用、堤防効果、社会水文学 

関連する学会活動・所属委員会、社会活動・行政等委員会、著書・論文（Link も）等について計７行程度以内で 
内海麻利・日本都市センター編著／大谷基道・髙野裕作・瀧健太郎・田中尚人・中村晋一郎・松川寿也 著
(2024)『水害多発時代の流域治水 - 自治体における組織・法制・条例・土地利用・合意形成』 第一法規 
中村晋一郎 (2021)『洪水と確率:基本高水をめぐる技術と社会の近代史』東京大学出版会 
Perera, C., Tamakawa, K., Rasmy, M., Ushiyama, T., & Nakamura, S. (2025). Socio-hydrological prediction of soft-
path vs. hard-path in flood risk management under climate change: A case study from the Lower Kelani River 
Basin, Sri Lanka. Journal of Hydrology: Regional Studies, 58, 102230. 

中村 仁（なかむら ひとし） https://www.planktonik.com/nakamurajin/ 
芝浦工業大学 システム理工学部 環境システム学科 教授 １：〇 懇：〇 ２：〇
2006 年頃から東京都葛飾区新小岩北地区の水害対策まちづくりに関わっています。2012 年に芝浦工業大学に赴任して
以降、土地利用計画・マネジメントと連携した洪水リスク管理に関心をもって、国内外の事例調査、河川氾濫シミュレ
ーション、雨水管理シミュレーション、避難シミュレーションなどによる研究を進めています。2018 年、2019 年に京都
防災研究所で開催した研究集会では、代表者として運営を担いました。 

都市・地域計画、コミュニティデザイン、防災減災対策、気候変動適応策 

行政委員として、埼玉県のさいたま市、入間市、新座市、久喜市に関わっています。建設コンサルタンツ協会のインフ
ラ研究会・自主研究会「東京東部低地帯の防災まちづくり（高規格堤防の活用等）」の座長を担っています。

〇水村 拓洋, 田口 博之, 中村 仁（2025）「洪水時の避難開始時刻，経路選択，地理的特性，浸水域変容が水平避難に
及ぼす影響―令和 2 年 7 月豪雨による人吉市の洪水を想定した場合―」土木学会論文集 81(27) 25-27012 

〇中村仁（2022）「流域治水と土地利用マネジメントの連携」地域開発 643 30-33 

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書
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野原 大督（のはら だいすけ） https://researchmap.jp/nohara-res 
鹿島技術研究所 主任研究員 １：〇 懇：× ２：×
主に治水・利水施設の運用の高度化、気象予報の利活用などの研究を行っていますが、自治体勤務時の台風対応経験な
どから、水害時の危機対応や BCP に関する研究も並行して行っています。また、近年は効果的で調和のとれた洪水リス
ク管理に向けた制度論的な検討にも取り組んでいます。
水工学、水資源工学、水文計画学、水害対応、洪水リスク管理 

土木学会 地球環境委員会、水工学委員会水文部会 

国際水理環境学会（IAHR） 水資源管理技術委員会 
○ 野原ら(2021)「令和 2 年 7 月豪雨災害から示唆された拠点医療機関の水害対策の課題と方向性」土木学会論文集 B1, 77(1)
○ Nohara et al.(2020) “ Real-time flood management and preparedness: Lessons from floods across the western Japan in 2018”, Advances in 

Hydroinformatics 
○ 野原・角(2020)「浸水想定区域図やハザードマップを利用した全国の感染症指定医療機関の浸水想定状況の調査」自然災害科学, 39(2) 

野呂 充（のろ みつる） https://researchmap.jp/mn2020 
大阪大学高等司法研究科 教授 １：○ 懇：× ２：○
都市計画・まちづくり法制について、行政法学の視点から、土地利用規制と補償の問題、都市計画権限の分権化、景観
保護・形成の法的手法、私人による都市計画提案、協定制度、生活環境保護のための訴訟などを研究対象としてきまし
た。今後は土地利用規制手法による水害リスク対応についても検討したいと考えています。その他、河川管理に関わる
研究として、ダム・埋立てなどの公共事業のための支出の住民訴訟による違法性統制の範囲も検討対象にしています。 

都市計画法、景観法、行政訴訟 

日本公法学会、日本地方自治学会 

元大阪府河川整備委員会委員、元大阪府収用委員会委員、長岡京市都市計画審議会委員 

○野呂充(2014）「警察制限・公用制限と損失補償」高木光・宇賀克也編『行政法意の争点』（有斐閣）
○野呂充(2014）「一日校長事件最高裁判決の射程（小特集：八ッ場ダム訴訟の論点）」法律時報 86(6)

○野呂充（2016）「住民訴訟における違法性論の再検討」『芝池義一先生古稀記念・行政法理論の探究』(有斐閣）
○野呂充（2026 予定）「法治主義と損失補償」『高田敏先生追悼・法治主義から読み解く憲法・行政法Ⅱ』（法律文化社） 

畑山 作栄（はたやま さくえい）  https://www.thr.mlit.go.jp/karyuu/ 
国土交通省東北地方整備局北上川下流河川事務所 所長 １：× 懇：× ２：○
2023 年から、東北地方整備局河川部河川調査官（流域治水推進室長）として、特定都市河川指定や流域治水の理解促進
を担務の一つとしてやってきました。 
2025 年からは、宮城県石巻市にある事務所において、北上川、旧北上川、江合川、鳴瀬川、吉田川の直轄河川の管理を
行う中で、2024 年 11 月 18 日に特定都市河川浸水被害対策法に基づく「吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進
計画」（法定名称：吉田川・高城川 流域水害対策計画）が策定され、その実践に取り組んでいます。 

治水計画、河川管理、自然再生、かわまちづくり 

馬場 美智子（ばんば みちこ） https://researchmap.jp/michikob 
兵庫県立大学減災復興政策研究科 教授 １：○ 懇：○ ２：○
2005 年頃に、断層近傍の土地利用規制・誘導に関する研究を始め、その後、水害リスクを考慮した都市計画や土地利用
マネジメントに関する研究をしています。また、水害リスクに対する認知が居住地選択や住宅の建て方に及ぼす影響や、
ハザードマップが減災行動に及ぼす影響についても研究を行っています。
減災まちづくり・流域治水政策・水害リスクと住宅再建
日本都市計画学会、地域安全学会 

〇馬場 美智子, 近藤 民代, 高橋 香帆 （2025）水害被災者の住宅再建における減災行動に影響を及ばす要因に関する研
究-住宅の耐水化に着目して-，都市計画論文集 60(3) 1407-1414 

〇馬場 美智子, 岡井 有佳, 喜多 孝輔 （2024）水害リスクを考慮した居住誘導区域の設定と防災指針の策定に関する研
究，都市計画論文集 59(3) 900-907 

〇近藤 民代, 馬場 美智子, 藤井 諒平 （2023）水害常襲地における被災者による住宅減災復興と主観リスクの関係性に
関する研究 -2018 年西日本豪雨の被災地倉敷市真備町を事例としたリスクコミュニケーション概念を用いた分析-，
都市計画論文集 58(1) 58-69 
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平塚 道紀（ひらつか みちのり） https://www.city.hitachi.lg.jp 
日立市 都市建設部 都市整備課 課長 １：× 懇：× ２：〇
本市に甚大な被害をもたらした「令和 5 年台風 13 号による大雨」では、河川担当課長として災害対応にあたりました。
専門外の部分もありましたが、現場の状況を慎重に検証しながら必要な対応を進め、現在もその経験を生かして治水対
策の強化に取り組んでいます。 

主な経歴 道路建設課・新交通推進課・都市整備課河川担当係長を経て、現在は都市整備課長 

藤見 俊夫（ふじみ としお） https://researchmap.jp/read0070192 
京都大学・防災研究所 准教授 １：〇 懇：〇 ２：〇
これまで災害リスク下の意思決定モデルについて研究してきました。近年では神経科学に基づく研究も行っています。
流域治水に関しては、気候変動に対する適応計画の観点から興味を持っています。気候変動により水害リスクが激甚化
するなか、少子化による人口減少や高齢化による脆弱性の増大を考慮したうえで、どのように適応計画を立案・実施す
べきかについて研究しています。 

土木計画学、行動科学、神経科学、災害リスク下の意思決定、気候変動の適応計画 

土木計画学会 

沿岸まちづくり研究小委員会 

〇藤見俊夫・河野達仁・多々納裕一・柿本竜治（2023）「日本の統計的生命価値のメタ分析」土木学会論文集・特集号
（土木計画学），79(20) ID: 23-20008 

〇藤見俊夫（2025）「自由エネルギー原理に基づく災害予測精度を考慮した避難判断シミュレーション」土木学会論文
集・特集号（土木計画学）80 (20) ID: 24-20097 

〇Ha, S., Fujimi, T., et al. (2022) Estimating household preferences for coastal flood risk mitigation policies under ambiguity. Earth’s 
Future, 10(12), EF003031, e2022. 

二見 絵里子（ふたみ えりこ） https://researchmap.jp/eriko-futami 
東京経済大学・現代法学部 准教授 １：○ 懇：○ ２：×
環境法のなかでも特に生物多様性と法を研究分野としてきました。近年は、生物多様性分野における順応的管理概念
（や予防原則）の理解や、この考えをどのように活用すべきかを検討しています。国内外において生物多様性と気候変
動の“adaptive”を同一視する議論も増えていますが、同一と見てよいのか、又は他分野の順応には独自の意味が与えら
れているのだとすれば、両者はどのように異なるのか検討することを次の課題としています。 

環境法、生物多様性、順応的管理、国立公園、生態リスク 

環境法政策学会、環境経済・政策学会、人間環境問題研究会 

・二見絵里子 「順応的管理の規範的性格に関する予備的考察」大久保規子ら編『環境規制の現代的展開―大塚直先生還
暦記念論文集』（法律文化社、2019 年）318 頁以下

・二見絵里子 「生物多様性ネットゲインの政策的意義―イギリス 2021 年環境法を素材として」環境法研究 20 号（2024
年）131 頁以下

・二見絵里子「イギリス環境法における環境損害概念の受容を契機とした事後的措置の複層化」現代法学 48 号（2025
年）73 頁以下

フローランス ラウルナ https://researchmap.jp/7000009190 
京都大学 防災研究所 防災技術政策研究分野 講師 １： 懇： ２： 
災害や環境リスクがどのように文化に組み込まれていくのか、その過程と地域社会への影響につい研究しています。 
その一環として、リスクや災害は、災害の物質文化（モニュメント、遺構、風景の中の痕跡など）やナラティブを通し
て、いかに環境及び地域社会に刻み込まれているかを調べています。 

現在、日本とフランスでフィールドワークを行い、災害記念碑・メモリアルの建立過程や、それがどんな物議を醸し出

し、どのように地域社会に役立っているかを調査しています。

文化人類学、過去災害の記憶の伝承・可視化、リスク意識 
〇 Garnier, E. and Lahournat, F. (2022), "Japanese stone monuments and disaster memory – perspectives for DRR", Disaster 

Prevention and Management, Vol. 31 No. 6, pp. 1-12.  
〇 Lahournat, F. (2021), From past to present: the culture of flood markers in France, DPRI Annual Meeting, 22 Feb. 2021. 
〇 Lahournat, F. (2016), "Reviving tradition in disaster-affected communities: adaptation and continuity in the kagura of Ogatsu, 

Miyagi Prefecture" Contemporary Japan, vol. 28, no. 2, 2016, pp. 185-207. 
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松川 寿也（まつかわ としや） https://researchmap.jp/mattsu-vos 
長岡技術科学大学 環境社会基盤系 准教授 １：× 懇：× ２：○
主として地方都市の土地利用計画制度（区域区分制度、地域地区、地区計画、立地適正化計画制度、開発許可制度、そ
の他農地や自然地での土地利用制度）のあり方を研究しています。。 

土地利用計画制度、地方の都市計画 

日本都市計画学会：学術委員会 

日本建築学会：都市計画委員会新たな土地利用計画制度研究小委員会 

日本都市センター「防災・減災まちづくり研究会」 

北陸地方整備局「関川・保倉川治水対策検討委員会」 

東北地方整備局「東北発コンパクトシティ推進研究会」 

・内海麻利・大谷基道・髙野裕作・瀧健太郎・田中尚人・中村晋一朗・松川寿也（2024）  「水害多発時代の流域治水」 
第一法規

○中井喬也 ・松川寿也 他(2024)  「技術的助言を受けた洪水浸水想定区域に対する開発許可条例の見直しに関する研究
59-3,pp. 1367-1374

○松川寿也・中出文平 他(2014) 「開発許可条例運用時における都市計画法施行令第八条第 1 項第 2 号ロの区域に関
する一考察｣都市計画論文集 49-3,pp.459-464

松田 哲裕（まつだ てつひろ） https://www.wesco.co.jp/ 

株式会社ウエスコ 業務推進室 企画開発室 課長 １：〇 懇：〇 ２：〇
流域治水の社会実装や、建設コンサルタントが担う防災事業の展開などに社内研究含め、取り組んでいます。 
PLATEAU を用いた温熱流体解析、風雪・融雪シミュレーション、土石流シミュレーションなど 

流域治水、防災 DX（PLATEAU、防災情報システム等）、事前復興計画、災害対策本部訓練等 

土木学会会員、災害情報学会会員、災害復興学会会員、地区防災計画学会会員 

〇竹之内健介、矢守克也、松田哲裕 他（2020）地域における防災スイッチの構築 －宝塚市川面地区における実践を通
じて－ 日本災害情報学会誌 No.18-1,pp47-58 

〇佐々木浩貴、松田哲裕、竹之内健介 他（2025）水害時における葛藤の疑似体験を想定した住民参加型の「雨トレ」
の開発と評価 日本災害情報学会誌 No.23-1,pp137-148 

〇瀧健太郎、松田哲裕、江頭進治 他（2009）河川技術論文集 vol.15，pp.49-54．中小河川群の氾濫域における超過洪水
を考慮した減災対策の評価方法に関する研究 

安田 希亜良（やすだ きあら） https://www.janus.co.jp/ 
日本エヌ・ユー・エス株式会社 環境事業本部 ― １:〇 懇：〇 ２：〇
昨年まで、滋賀県立大学・瀧研究室（修士課程）に在籍し、石狩川の流域治水と自然再生をテーマにした研究や川まち
づくりに取り組んでおりました。現在は社会人 1 年目です。本研究集会では、皆様の議論をわかりやすく可視化するグ
ラフィックレコーディングを担当させていただきます。
流域治水、自然再生、川まちづくり、グラフィックレコーディング
〇安田希亜良・石澤沙耶香・瀧健太郎（2025）「石狩川と旧川湖沼の連続性回復に伴う 「流域治水×自然再生」事業効

果推定法の提案」土木学会論文集 81（26）pp.155-164 

〇米川よろず会議（川まちづくり活動ページ） 

〇関西広域連合「万博催事「いのち育む“水”のつながり WEEK」を開催しました！（令和 7 年 7 月 30 日～8 月 3 日）」
（グラレコ成果掲載ページ） 
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山口 敬太（やまぐち けいた） https://lepl.uee.kyoto-u.ac.jp/yama.html 
京都大学大学院地球環境学堂 准教授 １○ 懇○ ２○ 

景観･デザイン、都市･地域再生の研究を進めながら、水を受け入れる都市デザインのあり方を研究しています。 
グリーンインフラや河川の自然再生をどう都市施策と連携するか、仕組みや事例の研究を進めています。 
今回は、幹事の先生からお声がけをいただき、初めて参加します。 

景観デザイン論、都市･地域再生論、公共空間のデザイン 

土木学会、日本都市計画学会、日本造園学会 

国関係：国土交通省水管理・国土保全局 河川環境の評価手法に関する専門委員会委員、公益財団法人リバーフロント
研究所 河川・海岸環境機能等検討委員会委員、国土交通省都市局 官民所有のパブリックスペースの利活用・管理 WG
委員（座長）、同 持続的なエリアマネジメントに必要な財源・人材 WG 委員、など 
自治体関係：大阪市 東横堀川水辺空間デザイン会議メンバー（座長）、久御山町 かわまちづくり協議会委員（委員長）、 
滋賀県 流域治水推進審議会委員など 

ビオシティ N0.83 特集「Living with Water 新時代のグリーンインフラと水系デザイン」2020 編集協力 

山口敬太「地域に多面的価値を創出する川の自然再生の可能性」，河川 No.948, 2025 年 7 月号, 日本河川協会, p.29-34 

山口敬太・武田史朗「亀岡市における流域治水時代のまちづくりの試み」，RIVERFRONT VOL.98，pp.12-15, リバーフ
ロント整備センター, 2024

流域空間デザイン研究会 （分担執筆） 「川とともに暮らす 亀岡 2070」,ランドスケープデザイン, no.139, pp.70-77, 2021.8

論文リンク https://lepl.uee.kyoto-u.ac.jp/yama.html

山崎 潤也（やまさき じゅんや）  https://researchmap.jp/junya.yamasaki 
名古屋大学 大学院環境学研究科 都市環境学専攻 助教 １：○ 懇：○ ２：○
国内外の環境課題を空間的に捉えることに関心があり、近年は主に都市計画・まちづくり分野の視点に基づく気候変動
対策のあり方について研究中。 

都市環境工学、都市計画・まちづくり、気候変動影響・適応策、エリアマネジメント 

日本都市計画学会研究交流分科会 A, 気候変動時代の包摂的な空間デザイン研究会 

日本建築学会都市計画委員会, グローバルリスク適応・回生型空間再生 WG 委員 
○ Junya Yamasaki, et al., Microclimate Simulation for Future Urban District under SSP/RCP: Reflecting changes in building stocks

and temperature rises, Urban Climate, Vol.57, 102068, 2024.9
○ 山崎潤也, 若月泰孝, 飯塚悟, 吉田崇紘, 似内遼一, 真鍋陸太郎, 村山顕人: 気候変動下の SSP ・RCP 別将来像に基づ

く市街地の夏季温度分布の日変化解析 -実測結果との比較を踏まえた解析モデルを用いて-, 都市計画論文集, Vol.58,
No.3, pp.835-842, 2023.10

○ 永末圭佑, 山崎潤也, 似内遼一, 真鍋陸太郎, 村山顕人: 人口減少・災害リスクに対応した逆線引きの実態と課題 -舞
鶴市・北九州市・広島県の取り組みの整理と住民意見の分析から-, 都市計画論文集, Vol.58, No.3, pp.1203-1210, 2023.10
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吉川 沙耶花（よしかわ さやか） https://researchmap.jp/sayakayoshikawa 
長崎大学 総合生産科学域 准教授 １：〇 懇：〇 ２：〇
衛星リモートセンシングを用いたアマゾンの森林破壊とその要因について長年研究しております。土地利用変化による
水資源量に関する将来予測などを中心に水文学に関連する気候変動影響評価を実施してきました。2020 年より環境省
推進費 S-18 へ参画し、日本における統一的な気候変動影響予測のためのフレームワーク構築の一環とし、日本版 SSP
に基づく社会経済シナリオデータの構築を行ってきました。その際、世帯数・空き家・建物用地等の将来推計を実施し
ました。縮小する社会の中で土地利用の在り方、変遷、活用と水文環境との関係に興味があります。 

水文学、リモートセンシング、土地利用 

所属学会：土木学会、日本リモートセンシング学会、水文・水資源学会、AGU 

委員等： 土木学会論文集水圏工学編集小委員会、日本リモートセンシング学会学術委員、長崎県環境審議会委員 等 

〇吉川 沙耶花, 今村 航平, 山崎 潤也, 似内 遼一, 真鍋 陸太郎, 村山 顕人, 高橋 潔, 松橋 啓介, 三村 信男 (2024) 
日本版 SSPs に付随したデータ開発のための用途別建物用地面積の将来推計, 土木学会論文集 80（27） 24-27049. 
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1.（11/28（金））：ワークショップと話題提供を中心に 

1-1  趣旨説明

1-1-1  今集会の趣旨と前回までの振り返り：木内望（国土技術政策総合研究所）

【概略】 

・河川工学・都市計画・公共政策を中心とする専門分野の参加者が一堂に会して、土地利用マネジ
メントと連携した流域治水の現状及び課題について横断的に討議し、今後のあるべき方向性につ
いての共通認識を深めることが目的。

・令和 5 年 6 月に開催した前回の研究集会後、流域治水の実践事例が多数出てきているため、進捗
状況を共有するとともに、土地利用マネジメントに関する政策・実践面での課題を議論。

・今回の集会で扱いたい視点。

１）治水と土地利用の制度的・技術的前提を改めて共有すること。

２）分野ごとの時間軸や扱う情報の違いを認識し、どうやってすり合わせを行うか議論するこ
と。

3）各地の実践から、調整の工夫やプロセスを学び、共通言語を少しずつ蓄積していくこと。
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1-2  WS：気候変動下の水害リスク管理に向けた河川整備、土地利用、法規制のタイムライン

1-2-1  趣旨説明：中野卓（建築研究所）

【概略】 

・河川整備、土地利用、法規制の「時間軸」が必ずしも一致しないなか、土地利用マネジメントと
連携した流域治水の連携を深めていくうえで、「タイムラインをどう揃えるか？」を議論したい。 

・セッションで前半は、水工学・都市計画学・法学の各分野からの報告・討論を通じて、専門的知
識を深め、後半では各分野の横断的議論を通じて、時間軸の点から流域治水を論じることを意図。 
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1-2-2  水工学分野

(1) 気候変動影響評価と河川計画 田中智大（京都大学）

【概略】 

・大規模アンサンブルデータを用いた気候変動影響評価

⇒水害の発生頻度のばらつき（気象現象のカオス性）の中で、気候変動の影響を定量化するため、
大アンサンブルの気象予測データ d4pdf が活用されている。

⇒昇温による長期的な洪水規模の増分（＝適応 or 緩和すべき最終目標）が明確となった。

・気候変動影響評価を踏まえた河川整備基本方針の更新

⇒河川整備基本方針の改訂にあたっては、気候変動の影響を踏まえ、目標流量の基となる計画高
水量を 1.1 倍する変更を決定。

・極端現象に対する中期影響評価の困難さ

⇒現状、計画規模流量の経年変化を推定することは難しい。特に、20 年～30 年の中期予測は困
難。

・河川整備計画：気候変動と河川整備の時間軸のズレ

⇒20 年～30 年の中期計画を支える手段としての流域治水対策を検討するため、洪水⇒水害（被
害、影響）へ接続するニーズが高まっている。また、水文学の研究者が影響評価に取り組むケ
ースが増えている。
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(2) 気候変動影響評価のための社会経済データの構築 吉川沙耶花（長崎大学）

【概略】 

・気候変動影響評価のための社会経済データとして日本版 SSPs の各種データの構築状況を紹介。

・日本における気候変動影響を他分野で実施するために共通のシナリオが必要。

・各分野の適応策が検討され、社会実装を検討する段階。

・産業構造等の将来シナリオも必要。

・気候変動適応のみならず、縮小する日本社会において土地利用のあり方を検討する必要性。
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1-2-3  都市計画分野

(1) 水害への適応に向けた中長期視点からみた流域土地利用計画のあり方 田村将太（広島大学）

【概略】 

・人口減少プラス気候変動適用への考え方の転換が必要

■これまで 人口増加＋高度経済成長→区域区分制度によるコントロール

□インフラ整備（河川堤防やダム建設等）による洪水抑制

■これから 人口減少＋少子高齢化→コンパクト＋ネットワーク型

□気候変動による洪水リスクの増大

⇒水害リスクを踏まえたコンパクトなまちづくり

・浸水エリアと宅地開発の変遷との関連

⇒区域区分制度導入により計画的に市街化を行ってきたという経緯がある。市街化を行う際に
は、できるだけ災害リスクが高くないところで計画するという制度であるが、本郷都市計画
区域（三原市）における浸水エリアと宅地開発の変遷の分析からは、実際に考慮されて市街
化されたかというのは疑わしい点もある。

・流域治水実現に向けての論点として、以下があげられる。

■空間単位の捉え方（対策が及ぼす他地域への影響）

・対策実施による流域間でのリスク移転（トレードオフ）

例：上流での堤防整備が下流域のリスク増大につながる可能性 

・対策の実施者と受益者が必ずしも一致しない

例：田んぼダム（実施者が上流、受益者は下流） 

■時間単位の捉え方（何年先を見据えているか）

・河川計画、都市計画、法規制の計画目標年次の違い

例：都市計画は、主に 10～20 年（5 年ごとの見直し） 

・洪水リスクを何年に一度のもので考えるか

例：1/10 年、1/50 年、1/200 年によってリスクは大きく違う
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(2) 都市計画の将来像は河川整備・法規制のタイムラインと合うのか 中野卓（建築研究所）

【概略】 

・都市計画の「緩くて硬直的」な性格と、気候変動対応の難しさ

・地域分権化の流れと、流域治水における広域調整の必要の相反

・土地利用に係る計画策定には時間を要し、合意形成だけで数年スパンが必要

・都市計画現場の人で不足と「計画疲れ」

・そもそも都市計画は強力な私権制限＝数年で方針をころころ変えることは厳に慎むべき

・気候変動の不確実性と、社会変化の不確実性

<人口獲得・維持＝市区町村間競争>と<流域治水＝市区町村間協創>の両立が必要な中で、どのよ
うな情報が関係者・権利者の「納得感」情勢のカギになるか？気候変動の不確実性の考慮におい
て、現在の都市計画に不足するところは何か、について田村先生と討論。

⇒田村先生：市町村間協創、いわゆる自治体同士が何か手を取り合ってやるっていうことが今
までの都市計画の流れ的にはあまりなかった。流域のどこでどのような対策を実
施したら、どこでどう低減被害が低減されるのか、といった様々なシナリオを立
てて、市町村間で共有する、というのがまず第一歩ではないか。自治体の方と話
していても、市町村間それぞれが手を取りということはなかなかないが、その中
間的な組織の役割として、大学が求められているのかな、と感じている。
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1-2-4  法学分野

(1) 釼持麻衣（関東学院大学）

【概略】 

・1.流域治水に関する法制度

・流域治水の前身である総合治水の時代から、ハード面（営造物の設置管理）の対策だけではな
くてソフト面（土地利用規制）の対策も合わせて進める、というところが大きな特徴。さらに、
流域治水となり、行政のみではなく官民連携でというところが特徴となっている。

・2 土地利用規制に関する法制度、法的論点に関する事例紹介

・3.営造物の設置・管理に関する法制度、法的論点に関する事例紹介

・4.現状の整理と今後の展望

・気候変動による水害リスクの増大は明白である。

・水害リスク管理をめぐる法制度と判例の現状

・違法性の有無は、土地利用規制や営造物の設置・管理に関する行政の意思決定時（≠訴訟時）
をベースに判断される。

・法制度のタイムラインと違法性評価のタイミング

・気候変動予測の精度は上がっているとのことだが、発災後に国家賠償訴訟を提起されたとし
ても、あくまでもその違法性の評価というのは処分や区域指定の段階、あるいは計画策定の
段階というところが、なかなか行政として見直しが進まない、あるいは制度の活用が進まな
い要因ではないかと考えている。

・気候変動時代の今後の展望

・これから行われる土地利用規制や営造物の設置・管理において、過去のデータのみに依拠し、
気候変動の影響を全く考慮しないことは、違法と解される可能性は高まる。※ただし、根拠
法令の文言による制約あり

・気候変動の影響について、いかなる科学的知見を参照するか、その不確実性をどのように扱
うかは、行政に広い裁量がある。裁判所も、行政の判断過程に不合理な点があったか、とい
う観点で審査する。

・科学的知見の充実・進展は、必ずしも適宜の対応を迫らない
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(2) 二見絵里子（東京経済大学）

【概略】 

・1.順応的管理とは

・科学と政策の連動であり、終着点のない管理

・トライアルアンドエラーであり PDCA とは異なる

・各段階で科学的学習・科学的知見を組み込む

・2.順応的管理の提唱背景－生態系保全において問題となる不確実性

・①認識の不確実性＝科学的不確実性…調査やデータによって解決することが出来る

・②可変的不確実性＝非定常性…結果の認識や予測は本来的に不可能

⇒生態系保全には、②可変的不確実性（＝非定常性）への注目も必要

・3.順応的管理の生成・展開

・生態学における順応的管理の提唱、その後、他分野において様々な定義

・4.法規制における順応的管理の活用

・法律に基づく規制（固定的なルール）において順応的管理を導入することの適否に関する議論
は不十分

・気候変動による水害リスク管理に順応的管理の考え方は活用できるか？

⇒非定常性への対応と捉えられれば、順応的管理として計画見直しの際等に、最新の科学的知
見の取入れを必要とすることが出来るのではないか

←気候変動による水害リスクは非定常性に類似する性質と捉えられるか？
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1-2-5  全体討論「気候変動の不確実性と土地利用マネジメントの付き合い方」：中野卓（建築研究所）

【概略】 

・中 野：討論のキーワードとしてはここに 4 つ挙げている通り。「気候変動自体の不確実性」、「流
域土地利用」、「順応的管理」、「規制合理性」。予測技術自体の限界があること、予測はど
れだけ技術が向上しても本質的にはカオスであることという中、河川整備事業と都市計
画事業のように非常に時間がかり、入念な計画が必要なものに関して、短期間で状況が
変わりかねないものをどう包含して、かつ、将来予測の変化に対して、事業計画などを変
更して、それこそ適応していくことができるのだろうか、というような点に関して、議論
できればと思っている。 

・田 村：例えば、もともと流域の上流側が危険と思われていたが、中流が危険になるということ
が起こりうるのかが気になっている。上流が危険だったのがさらに危険になるというっ
ことであれば、ある程度土地利用マネジメントができると思う。一方、全然違うようなリ
スクが現れるとなった場合、どう対策するのか。

・田 中：水系間の倍率の違いもまだ議論されている途中で、ましてやその流域の中の上下流のバ
ランスの変化っていうのはまだ評価できない状況である。北海道の十勝川流域で研究が
行われるなど、今後高解像度化されていくものと思う。

・田 中：上流側が今の分布のままリスク上がっていくということが分かった時、上流の方が治水
安全度が低くてよく浸水すると人口も減少していると、制度と地区計画としてその地区
の人たちが撤退を納得できるように持っていけるのか。その不確実でない場合にも結構
困難を伴うのではないかと思うのだが、そのあたりは逆にいかがか。 

・田 村：今の都市計画の中で居住の移転を考える場合は基本的にインセンティブで動いているも
のが多いと思うが、インセンティブでは動かないのではないかと思っている。一方で、日
本の都市計画的に、より強化規制を強化していくみたいなことを、そこまでできていな
いのでそれをどうするか、ということは都市計画の非常に大きな課題と思う。 

・釼 持：法的根拠が揃っていて、科学的データに立証されていればそれは規制の合理性として認
められておそらく裁判で負けないと思われる。法的な限界というよりはむしろ、土地所
有者の反対や行政への批判等、合意形成面での壁が大きいのではないかと個人的に考え
ている。 

・中 野：都市計画の人間は住宅等、細かい、ある意味で狭い部分でしか規制を考えていないが、、
もう少し広い社会構造や産業構造を考えたときに、先ほどの上下流の議論というのはど
ういうふうに捉えていけば良いか。 

・吉 川：都市計画的に考えた時、どこに人が住むかとかどこが空き家になるかとか、そういう話
をしがちであるが、その領域の中で、どこで仕事に従事しているかということも非常に
重要と考えている。産業の中で例えばどこに工場があるか、どこに農地があるかによっ
て、被災状況も変わってくる。そういう意味で流域の中でどういう産業構造を持ってい
きたいのか、という点は非常にこの流域治水を考える上で重要な点とは思う。 

・吉 川：流域だとどうしても陸域を見ることが多いと思うが、漁業にどれくらい影響あるという
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ことも、気候変動影響予測する際に話題が出てきている。そのため、流域だけの管理では
なく流域圏というか、海も含めた管理というもの考えなくてはいけないと思う。 

・中 野：不確実性を内包したデータが今後も避けられない中で、どのように合理性を考えていけ
ば良いか。 

・釼 持：気候変動予測に関して、信用・依拠をして安心と思っていたデータと異なるデータが違
う研究者が提示されたときに、それに対して行政はどう向き合えば良いのか。科学者の
中でのこれは信用できる/できないデータというのは、どのように分けられるのか。 

・田 中：私の発表の中で 1.1 倍の話をしたが、将来が 1.1 倍に確定しているということはない。吉
川先生のスライドにもあった SSP という社会シナリオごとにどういう経路をたどりうる
かっていうのは変わり、今の 1.1 倍は、どのシナリオでも最終的にはそれぐらいはいく
だろうという予測である、というように理解している。 

・田 中：100 年後に振り返ってみた時に、たまたま水害が起きなかった場合、予測が外れたとい
う言い方もできるかもしれないが、それは統計的に科学的に考えると起こり得たという
言い方もできる。どの程度の情報のときにどれくらい信頼性があると判断されるのか。 

・釼 持：裁判所の審査の仕方としてはそのときにこのデータがあり、規制しない/するという結論
の出し方のところに、何か不合理な判断が入ってないか、というところを重視する。 

・中 野：今おっしゃっていただいた話は、データの合理性ではなく、むしろプロセス自体の合理
性が規制を形作る、というお話だと理解した。 

・二 見：順応的管理としては、うまくいってないようだから計画変えましょう、というように何
か問題があった時まで遡るわけではなく、今ある計画を今後どうするかっていうところ
になるので、見ようとしているプロセスが先ほどの議論とは違うというように考えてい
る。 

・中 野：納得感を醸成するため、共通基盤としていくべきだと先生方がお考えになるものに関し
てぜひ伺いたい。 

・田 村：どういう対策をしたらどこでどういう結果が起きるかというのを可視化して、皆で共有
できるということが大切と考える。また、今後の都市計画を考える上では建物の築年数
データがあれば有効かもしれない。 

・田 中：水害におけるその順応的管理とは何だろうと考えた時に、その時点、その時点で得られ
る最新の予測、最新のリスク判断のような、その科学的根拠に関する最近の更新情報み
たいなものがベースになって判断していくっていうのは、一つのやり方かなと思った。
そう思うと、IPCC のレポートというものが、その役割を果たそうとしているなと改めて
再認識した。それをさらに詳細にして、その流域版まで気候変動予測が高解像度化して
くれば、その流域での、10 年、20 年単位での最新の予測情報、リスク評価の情報が整備
されて、それがアップデートされる、という情報まで提供できるようになると、時間軸に
対応できるような、少なくとも説明責任を果たせるような、データセットが出せるかと
思う。ただし、それを出すには労力が必要なので、水工学の研究者の数では、ちょっと足
りないと思うが、必要性は高いと改めて思った。 

・吉 川：流域全体として、産業や、人がどこに住みたいのか、住んでいくのかということについ
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て、ある程度方向性をみんなで考えた上で、その中で都市計画どうするかという議論し
ていく必要があると感じた。また、大きいな災害が 1 度発生することを想定するだけで
なく、大きいものが複数回来た場合にどのように対応するかを考えていかなくてはなら
ないと思う。 

・二 見：順応的管理を生態系、生物多様性でなぜ用いるかというと、今の生物多様性の状態をそ
のまま保つために、科学的な情報が得られたときに、それを使って良くしたいわけでも
なく、今の状態を保つために、管理方法を随時変えたいというところがある。そう思う
と、この気候変動の時にも、計画を見直すとき、数年、数十年の時に、データがいただけ
れば、そのまま使えるようにということは、やはり同じように使えるというふうに感じ
た。 

・釼 持：法規制等について、裁判所でも正当化され、市民にも納得してもらえるという意味では、
長期で 100 年後にここが水没しますと言われても、なかなか規制に納得感は得られない
と思う。その点で、短期、中期のデータがある方が行政はやりやすいと思う一方で、それ
がいかに難しいかというのもよく分かった。本日、順応的管理について、ぜひということ
で触れさせてもらったが、今の法理論上は、その作った時の判断の時に合理的だったか
が中心に審査される。そこに、順応的管理を予定していけば、新しいデータが出ているの
であれば、制度の運用を見直さなければならないと仕組みが変わっていくといいのかな
と思う。

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 67 -



1-2-6  まとめ：瀧健太郎（滋賀県立大学）

【概略】 

・全体討論で、かなり問題点や着地点が見えてきたと思う。

・都市計画や流域治水の分野に順応的管理を入れる方法として、計画等を 30 年に 1 度見直すのでは
なく、5 年に 1 回見直すなど、Δt を小さくする、ということが考えられる。

・基本高水の変更は難しいが、ハザードマップ・地先の安全度マップだと、5 年ごとに見直すとほと
んど変わらない。しかし、少しずつ変わるので、少しずつ変わってきたところに対して、土地利
用規制をどうするかということを、丁寧に、時間と労力をかけて、そこに集中して考えることが
できる。マップを変えるのは怖いが、学とも連携しながら、都市計画、河川計画も含めて順応的
に変えていける可能性があるのではないか。

・地先の安全度等、見える化のところに、気候変動の影響を入れていくことができるので、条例や
法律が変わらなくても、元になっているリスクの情報が変われば、合理的な法の運用等も可能と
思われるので、そういうところが一つの答えになるのではないか。

・学の立場・技術の立場から、リスクをしっかり伝え、売り手側も買い手側も行政も地域の皆さん
も、そのリスクについて、よく理解できるようなレベルに上がっていけば、合理的な判断で土地
利用も変わっていくし、都市計画にも理解が得られると思う。より良き未来のためにどういうプ
ロセスで目指していくのかということを、行政・学・技術の方がしっかり連携して考えていくこ
とが重要と思う。
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1-3  話題提供：河川管理における流域治水と都市計画における水害対策

1-3-1  河川管理における流域治水の論点と課題：中村晋一郎（名古屋大学）

【概略】 

・その土地固有の浸水リスクを共通理解として持ったうえで、「小さなゾーニング」による土地の新
たな使い方・既存施設の利活用を検討すべき。

・経済が右肩上がりだった時代とは異なり、気候変動・人口減少の時代においては、土地固有の洪
水リスクを意識し、将来に向けて何をどこまで優先して守っていくか、縮退は悪いことではない
という価値観を社会全体で共有していくべき。

・昭和 40 年代から、将来の国の経済力及び国民生活の水準から望ましいナショナルミニマムとし
て、治水計画の規模としての 200 年という数字が使われている。昭和 40 年代から見た将来と、昭
和 40 年代に見たナショナルミニマムが、本当に今現在から見たときに一緒と考えて良いのか。現
在から見た将来の河川ごとの重要度を、再評価する必要があるのではないか。

・「小さなゾーニング」と「優先度の合意形成」を実現するためには、重要度・計画規模の再評価、
かわの耐力とまちの耐力の評価手法の確立、耐力の定期的なモニタリングと計画のフィードバッ
クが重要。
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1-3-2  都市計画における水害対策の論点と課題：木内望（国土技術政策総合研究所）

【概略】 

Ⅰ.都市計画における水害対策の位置づけ 

・水害発生に至る段階別の対策として、①降雨～②河川等への流出では「ためる」対策としてイ：
流出抑制対策、②～③治水施設からの溢水・越水では「ながす」対策としてロ：治水施設整備、
③～④氾濫拡大による浸水・冠水では「とどめる」対策としてハ：計画的氾濫管理・土地利用管
理、④～⑤建築物・農地・インフラの被害では「そなえる」対策としてニ：戸別浸水対策・避難対
策が想定される。ニをイ～ハの残余と考えると、堤防が耐えられない外力に建物が耐えることに
なってしまう⇒連携の必要

Ⅱ.論点整理 

論点 1：浸水想定区域図の活用上の課題：浸水想定区域と過去の浸水実績の差から現実感を持ちづ
らい 

論点 2：土地利用・建築規制の限界：「規制誘導」、「計画誘導」、「市場誘導」といった方法があり、
「規制誘導」・「計画誘導」に関しては多くの取組と実績があるが、「市場誘導」は実効的な取り組
みがほとんどみられていない。それぞれ運用の柔軟性や民間に対する実効性の担保、対策の効果
の把握が困難等の課題がある。 

論点 3：リスクの捉え方と段階的対策：想定される浸水頻度に応じて、守るべき対象・機能と守るレ
ベルを変える。 

Ⅲ.課題と今後の方向性 

・水害に対しては、全体としてのリスクの「回避」よりも、リスクとの「共存」が合理的な場面が
多い

・想定されるハザードの規模や頻度に応じて、何を守るか、対策の優先度・切迫性を判断し、方向
性（土地利用の回避、建物での対策、避難・機能維持、保険）や手段（規制・誘導・市場・事業）
を使い分けるべき

・水害リスクマップ（多段階の浸水想定）などのリスク情報から、まれに発生する大水害にとらわ
れず、頻度の高い想定に対してできる対策を順に講じることが重要

・一方で、浸水想定と過去の浸水実績に基づく実感が異なる場合が多いことへの対応や、どこで発
生するかわからない破堤氾濫を防ぎ、対策対象地域の重点化を可能とするため、被害を減らすあ
ふれさせ方を考えることも重要
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1-3-3  水害に強い都市づくりに向けた検討に関わって（コンサルタントの立場から）：河口知弘（昭和

設計） 

【概略】 

■災害に強いまちづくりの探求・実践例①～静岡市 水害に強い都市づくりの施策検討～

・「静岡市立地適正化計画」では、洪水・津波等の災害リスクがあるエリアも居住誘導区域に指定さ
れているが、以下の方向性で対策を検討

⇒①建築ガイドラインにより、リスクを踏まえた住まい方を市民や事業者に示す：「5 分・500m」
で避難できる地域づくり（静岡市津波避難対策計画）、「耐浪基準」による建て方の誘導。

⇒②まちづくりの観点から、リスクと折り合いをつけた使い方を考え、実現する：居住誘導区域
外の土地利用転換（住宅⇒産業）、産業地における貯留機能の拡大・コントロール

■災害に強いまちづくりの探求・実践例②～熱海市 都市・住宅・観光の政策を、津波対策に活用～

・津波リスクがあるものの街の生命線である海岸部について、交流人口を背景とした民間投資の誘
導

・観光のための都市計画を、津波対策にも用いる（立地適正化計画の区域を立体的に設定）

・海岸部の民間投資を、住宅や観光分野の施策に用い、津波対策に誘導
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1-3-4  討論・進行：大沢昌玄（日本大学）

【概略】 

・ 瀧 ：ハイウォーターレベルを変更することは被害の増⼤やこれまでの街づくりもすべて変え
てしまう可能性があるため⼤変という認識。これが街づくりと川づくりの動かない約束
事になるかもしれない。

・中 村：過去に発⽣した洪⽔に対し安全を確保するというのは合意形成がしやすいが、想定最⼤
のようなものは議論が難しくなる。

・⼤ 沢：今回はどちらかというと都市計画の議論であるが、中村先⽣の議論を聞いて本当は国⼟
計画というのをどこかで真剣に考えないといけないのかなと思っている。河川としては
都市計画、国⼟計画のどちらを主眼としているのか。

・中 村：⼈によるかもしれないが、河川側からすると国⼟計画ぐらいのものからアプローチして
いる部分が多い。

・⽊ 内：国⼟利⽤計画というものがあるが、これは都市計画と農村計画に屋上屋を重ねているだ
けであるということをよく聞く。農村と都市の両⽅を⼀体に⾒て河川との関係をどうし
ていくかを考えるべき。

・⼤ 沢：都市分野と河川分野では連携が出来てきていると思うが、学術系と実務系の連携という
のはどうあるべきなのかというのも次のステップで考えなければならない。こういった
中で、相互連携というのは本当に重要である。

・⼤ 沢：リスクとの共存への理解、歴史的にリスクと共存してきたのかどうか、都市側は逆に⾔
うと守られるという強い前提に⽴ち過ぎていたのではないか、何か開発するにしてもど
ちらかというと河川側とか災害防御側が守ってくれるのではないかというような過信も
あったんじゃないかなと思うが、これまでの⽊内先⽣の経験として都市側は河川に⽢え
ていたのかどうかということは、もし考えればお聞きしたい。

・⽊ 内：歴史的に⾔えば、河川整備が進んだ時期と氾濫原に市街地が進出してきた時期は 60 年代
で⼀致している。市街地の発展と河川整備はほとんどにわとりと卵の関係にある。私が
調べている地域では、50 年に 1 回、30 年に 1 回やそれ以下の規模リスク箇所と 1960 年
代に DID だった箇所はほとんど重ならないので、当時はそのレベルのリスクは避けると
いう市街化の振る舞いをしていたのかなと思う。

・中 村：昭和 40 年代から⾒ると、そこまでは達成できると都市側、さらに⾔うと国⺠に約束した。
しかし、現状、それがなかなか達成できない現状があり、かつ、気候変動が⼊ってきた。
そこで、お⼿上げとは⾔わないが、都市と⼀緒に境界条件のあり⽅・安全度については
しっかりとお互いできることを整理して、それで合意していくようなやり⽅が良いと個
⼈的には思う。

・ 瀧 ：昔のエンジニアたちはリスクを分かっていて、川の限界、街の限界が分かっていたんじ
ゃないかという気がするので、そこを思い出すことが重要ではないか。

・中 村：⽩川の事例で、なぜ上流側で特殊堤にする判断ができたかというと、河川技術者が農地
のこと地域のことをよく分かっていたからだと思う。河川技術者ももっと都市のことや
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地域のことをよく分かっていた時代から、河川技術者と関係者の距離が少しできてしま
ったというのはその通りと思う。

・大 沢：既往最大という方が伝わりやすいところもあるので、想定最大と既往最大の関係を上手
く扱うことで合意形成につながると思う。そういうことを都市側が学んでいるのかとい
うと、自分がいる立場からみてもう少し勉強しなければならないと思う。一方で、木内
先生のお話でリスクとの共存や、ここまではできる/できない、これは今まであった、と
いった話はしっかり考えなければならないし、都市計画レベルと地域レベルでの建築計
画での対応や、その他いろいろなレベル差、さらに言うと国土レベルでの対応等いろい
ろあるので、河川と都市の空間対象単位の差異があるということは認めた上でどう融合
すべきなのかということを議論しなければならないと思っている。また、学術や実務、
実装については連携として考えていかなければならない。連携して実装して市民の安全
につなげていくということが求められていくのかなと思う。
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1-4  １日目の議論まとめと２日目への展開可能性

【概略】 

・本日の議論内容から以下のキーワードが重要と考える。「すり合わせ」、「不確実性」、「重層的対
応」、「産業構造」、「責任」、「見える化（マップ、耐力評価等）」、「ミクロ、個別性」、「順応的管理」、
「プロセス」、「科学的（システム的）分析」。

・「計画」するというは何らかの前提を置かざるを得ないが、その前提が必ずしも正しくないことも
ある。そのため、想定外への対応も考慮し、重層的な対応を行うことが重要。

・システムとは対照的に、単なる一部の切り取りではなく全体を指すシステミックという概念があ
る。科学者は境界条件をはっきりさせるものであるが、現実的な問題は、境界が非常に曖昧であ
る。システミックなリアルなものにどう対応していくか。研究者、あるいは行政の方が持つ認識
フレームと違うことが起こるということが一番重要で、それをどう受け入れていくか。ある意味
で常識を疑うということが非常に重要になる。

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 121 -



2025/11/28

1
2

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 122 -



•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 123 -



•

•

•

•

•

•

•

•

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 124 -



 (2018)

Horst W. (1973) “Dilemmas in a general theory of planning, Policy Sciences” 

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 125 -



「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 126 -



•
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A systemic drug, disease, or poison reaches and has an effect on the whole of a 
body or a plant and not just one part of it.

-- Cambridge Advanced Learners’ Dictionary

Systemic
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２日目（11/29(土)）：事例の紹介と意見交換を中心に

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 141 -



「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 142 -



2.２日目（11/29(土)）：事例の紹介と意見交換を中心に 

2-1  事例発表①：水害対策まちづくり事例

2-1-1  富山市における流域治水とコンパクトシティ：沖村一（富山市）

【概略】 

１．富⼭市の概要

・富⼭市は急峻な地形で５つの直轄河川が流れる。そのうち神通川と成願寺川は市街地を縦断。

・常願寺川−富⼭平野の扇状地を形成。中⼼市街地に浸⽔リスク

・神通川−富⼭市中⼼部で⼤きく蛇⾏。過去に浸⽔発⽣していたため直線化⼯事を実施。

２．富⼭型コンパクトなまちづくり

・「公共交通活性化」、「沿線への居住誘導」、「中⼼市街地の活性化」の３本柱

・富⼭市都市マスタープラン(2008.3)で、公共交通沿線に⼈⼝の約２８％→４２％を誘導。

３．富⼭市の浸⽔対策

・気候変動による降⾬量増加を考慮した治⽔計画等の流域治⽔対策を検討している。
Ｒ４〜７計画策定、議会説明、パブリックコメント実施を経て公表予定。

４．富⼭市浸⽔対策基本計画の概要・計画の視点

・計画降⾬の⾒直し… 気候変動を踏まえ降⾬量 1.10倍

・ハード対策エリアの選定…「浸⽔しやすさ」×「都市機能集積度」のマトリクスで優先度評価
→ 都市機能集積度によって計画降⾬確率も変える。

・ソフト対策…被害対象を減らす対策、被害の軽減・早期復旧のための対策について幅広く検討

５．流域治⽔施策の事例

・流域治⽔プラットフォーム…流域治⽔に主体的に取り組む社会を構築、学識者と協⼒して社会実
装に取り組む。上流側の農業者も交えて各種ワークショップ、シンポジウム、流域ツアー等

・ハード対策はオンサイト貯留を整備中。⽔⽥貯留のシミュレーションにより整備優先順位を検討。 

・⽔位監視システム…⼟嚢設置や早期避難等の⾃助・共助のため、市管理の⽔位・⾬量情報を提供。 

・⾬⽔流出抑制、⼀時的な貯留の指導。⽌⽔板設置⽀援…購⼊費・維持費を⽀援。

・⽔防災教育のための出前授業を実施。

【課題】 中⼼市街地の内⽔の既往最⼤(98 ㎜/h)浸⽔範囲は、対象区域⾯積に対し語句僅か、確率
1/1000程度となり⾃助で対応可能。外⽔の L１規模では、床上浸⽔が広範囲に広がり⾃助は困難。

・居住誘導区域内において想定最⼤洪⽔で広範囲に床上浸⽔が発⽣する想定。→ ソフト対策として居
住誘導の補助⾦⽀出、リスク軽減の施策必要。今後要検討

・多段階の⽔害リスクマップを作成。河川整備後の浸⽔想定図も作成。浸⽔域・⽔深に変化なし。

→ ハード・ソフト対策の効果を浸⽔想定に反映する必要。取り組みのモチベーション⾼める効果も。 

・浸⽔想定を把握し、使いやすいツールとなるようブラッシュアップ → 地⽅公共団体のみでなく、
市⺠や地域のあらゆる関係者の流域治⽔の選択肢を増やす。
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【質疑応答】

木内：ハザードマップの議論への反映の過程は？

→沖村：まちがよくなる情報は出しやすいが、規制の情報は出しにくい。

中野：オンサイト貯留の効果測定、定量的評価の取り組み状況は？

→沖村：府中地域では過去からシミュレーションなしに協議。宮路(みやじ)川では効果測定し、使っ
ていきたい。それほど大きな効果は出ないかもしれない。
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2-1-2  平成�30�年�7�月豪雨災害後の内水対策と土地利用条例について：熊谷宏惣（三次市）

【概略】 

１．三次市の地理的特徴

・広島県北部、典型的な盆地に一級河川３川が合流。S47に甚大な水害を経験。高リスクを抱える。 

・H30豪雨も S47に匹敵する被害。ポンプ車や排水機場から排水、市街地の内水が排水機能を超過。 

２．畠敷地区の特性と対策･･･畠敷（はたじき）地区では人口増。市街化が進み将来の浸水リスク増

３．畠敷・願万地地区における内水対策

・国・県・市が連携し、ハード対策実施。河川改良、排水機能増強、雨水貯留施設を整備。

・(県)支川の堤防整備、(国)河川整備、(市)雨水貯留施設整備。平時の多目的利用も。

・５つハード対策は既往洪水での床上浸水解消が目標。宅地部分は大幅に解消するが、低地の農地
ではリスク残存。将来の宅地化によるリスク増を防ぐため、新たな規制が必要。

４ 土地利用規制（自主規制）の検討プロセス

・自主条例で土地利用規制 …宅地化の進展に応じた柔軟な規制が可能。

→ ただし強制力が小さい…「届出」義務化、開発・建築行為の実態把握し行政指導の機会を確保。 

→ 実行性を高める… 助言・指導、補助制度、情報発信＜チラシや住民説明でルール周知徹底＞

・２つの規制（建築行為、開発行為）

→ 住宅の浸水対策（建築行為）… 住宅建築時に居室の床高を確保

→ 湛水容量の確保（開発行為）… 1000ｍ2以上の開発行為には雨水流出抑制施設の設置を義務化

５．建築行為届出区域の設定プロセス

・ハード対策後の新水位想定で、浸水深 0.5m以上となる区域を抽出。河川・道路や局所的な浸水メ
ッシュを除外、メッシュ標高中央値にバラツキを考慮して安全率＋0.1mを加え、規制値を設定。

・届出実績が着実に上がっている。

・内水対策は地域の特性に応じた検討が必要。流域治水を推進する枠組みの中で継続的に取り組む。
国の実証事業を活用し、車両用エンジンを採用した経済性高い排水ポンプ整備の現場実証を開始。 

・田んぼダムの活用…先進事例を基に拡大していく。

・居住規模が小さい地域対策：江の川上流域の支川含む 43河川で特定都市河川指定。企業や市民を
含むあらゆる関係者と取り組み推進。

・巴峡三次（はきょうみよし）かわまちづくり計画が採択。地域振興と併せて流域治水進める。

【質疑応答】

藤見：条例策定にあたって地域の意見は？
→ 熊谷：国県市３者で住民説明会を開催。規制に対するネガティブな意見は無く、すんなり進んだ。 

飯田：立地適正化との位置付け、義務化に応じた罰則は。居室を上げたのか地盤嵩上げも含むのか。 

→ 仲・熊谷：立地適正化が後追い。居住誘導エリアに含まれている。建築を制限するまではやって
いない。ハード対策によりクリアできる基準設定。通常の建築でクリアできる。

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 165 -



「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 166 -



- 1 -

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 167 -



- 2 -

P

P

- 3 -

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 168 -



- 4 -

- 5 -

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 169 -



- 6 -

- 7 -

21 4

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 170 -



8
googleEarth

- 8 -

P

3.0m3/s⇒5.0m3/s

- 9 -

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 171 -



- 10 -

- 11 -

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 172 -



12 - 12 -

- 13 -

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 173 -



14

P

3.0m3/s⇒5.0m3/s

- 14 -

- 15 -

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 174 -



- 16 -

- 17 -

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 175 -



- 18 -

- 19 -

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 176 -



- 20 -

- 21 -

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 177 -



- 22 -

- 23 -

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 178 -



- 24 -

- 25 -

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 179 -



- 26 -

- 27 -

「土地利用マネジメントと連携した流域治水のあり方に関する学際的検討」研究集会（2025.11）報告書

- 180 -



2-1-3  大和川流域における流域治水と土地利用：近藤善紀（奈良県）

【概略】 

１．はじめに
奈良県内４水系のうち大和川流域に県内人口の９割集中。水不足対策でため池多い。

２．大和川流域の特徴
奈良盆地に降った雨は 156 の支川を経て全て大和川に流れ込む。唯一の出口である亀の瀬を通っ
て大阪平野へ。狭窄部のため堰上げされ水位が上がりやすい。亀の瀬の拡幅は難しく大和川流域
は高リスク。

３．大和川大水害
S57.8月、台風と低気圧により大和川流域に 3日間で 300㎜以上の雨が降り、大水害となった。

４．大和川大水害の破堤と被害
県内各地で大規模な外水・内水氾濫が発生。未回収区間で破堤。

５．各地の被害状況
葛下川が大和川のバックウォーターより越水し駅前が浸水。各地で内水氾濫。死者・行方不明者
16名、被災家屋 10,000以上、被害総額 900億円(当時)。戦後最大規模の被害。

６～７．大和川流域における「流域治水」

・大和川流域では、歴史的に輪中堤の中の高い所でまちを作り、低地で営農してきた。

・ダムの適地無く、流域で総合治水対策(S58～)を進めてきた。R3に全国初の特定都市河川指定。

・奈良県の流域治水の 3つの柱：ながす対策・ためる対策・ひかえる対策。

８～10．ため池を活用した治水対策(ためる対策)

ため池の利水容量の一部を治水容量に転換。180万 m3貯める目標。
H29に大規模な内水氾濫→市町村の貯留施設整備を支援。地域からも感謝の声。

11～14．土地利用対策（ひかえる対策）…２つ土地利用対策。市街化編入抑制と貯留機能保全。

・浸水リスクがある土地の市街化編入抑制→ 浸水区域を公表し、市街化編入できない区域を指定。
50㎜/60minで 50㎝以上浸水する区域を見える化。確実な対策を行えば除外でき、除外事例あり。 

15～17．特定都市河川法に基づく土地利用対策 ～貯留機能保全区域～

・内水が溜まるところの盛土抑制。農地として保全されてきた土地を指定。先行 3 市町で試行。貯
留機能阻害行為には届け出が必要。農地は地価が低く金銭的なメリットはない。奈良県以外では
事例がない。→ JICEのガイドラインを基に制度設計し、地域でほぼ全員合意。

18．土地利用対策の課題 【土地利用対策の２つの方向性】

・新たな被害を発生させない対策・・・指定進めている

・被害対象を減らす対策・・・指定の正当性を説明するのが難しい

→ 制度設計とまちづくりの両面からの検討が不可欠。市町村と連携して進める。
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【質疑応答】

⽊内：市街化区域編⼊抑制区域では、個別の開発・建築許可に対して抑制しているのか？

→近藤：調整区域でも⾊々な開発が進んでいる。調整池を⼤きく作る等の対策を指導。

⽥村：貯留機能保全区域の設定に向けたプロセスは？ 区域ごとのシミュレーションを根拠とした等

→近藤：市街化編⼊抑制ではシミュレーションして内⽔区域が判明している。これを活⽤し、内⽔
区域と氾濫計算を重ね合わせて候補地を設定。同意が得られそうな候補を選定。

- 182 -
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2-1-4  コメント：市川温（京都大学）、浅野純一郎（豊橋技術科学大学）

【概略】 

コメント：市川先生

・富山市…人口集中地に浸水区域が重なる。
土地利用だけでは難しく、建物を含めたマネジメントが必要。

・三次市…畠式地区の立地適正化計画、居住誘導を立体的に設定する事例が参考になる。

・奈良県…田原本町の地下貯留施設の近くに小さな水路の淵に切り欠きがある等、細やかな対策。
三次市の自主事例もあり苦労を感じた。もっとサポートできないか。例えば根拠法が無
い場合、建築基準法の中で危険区域まではいかないマイルドな指定ができれば使いやす
いのでは。

・田中先生のシステマチックかシステミックかのお話や、瀧先生のΔＴを小さくするというお話の
ように、時間的・空間的に小スケールや中間的なスケールを頑張って考えたい。

・国土デザイン等の大きなスケールの話は、国が将来を見据えて打ち出すべき。

・余裕・バッファーを生み出す仕組みを作り、不確実性を受け止めるよう考えたい。産学官で協力
して考えていければ。

コメント：浅野先生

・富山市…地勢的特徴：市域が広大。中央中核市人口は減っていくが都市部は人口が多い。
単一自治体で流域治水の幅広なメニューができる可能性あり。

取り組みの特徴：多彩な事業の展開

・三次市…広いが市街地は限られ盆地に集中。可住地が限られ移転地探しは困難。過疎地域である。 
広大な河川空間、三川がひとつに合流するところではアメニティ利用等の利点も大きい。 
事業地と居住地が近く、一時貯留地等の対策を土木構造物として入れるか、生活に根差
した空間に変えていくか、すり合わせの余地あり。
対策済み家屋/未対策家屋をどのように管理していくか。エリアごとの防災指針等

・奈良県…スプロール進行地、人口周密地。インフラ基盤が貧弱な中での水害対策が課題。
自治体が混在しており、県主導で進める流域治水対策は合理的なやり方。
多彩な流域治水対策。貯留施設の平時の利用方法は周密地と過疎地で異なるのでは。
市街化編入区域に開発済みの区域も含まれる等、運用上の難しさがあるのでは。

【まとめ】

・自治体ごとに広さや人口集中状況が異なり、対策と実績のガバナンスの柔軟性が求められる。

・自治体によって意識や理解度に差があることも課題。住民負担を伴う対策への合意形成は難しい。 

・リスク管理のための土地利用規制手段の複雑化。空間的にわかりやすく表現する方法が必要。

・居住者のリスク理解と制度理解をどうやって進めていくか。

・リスクと共生・共存するデザイン…QOLにどう関係するか。嵩上げ地の景観整備等。
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2-1-5  意見交換とまとめ：馬場美智子（兵庫県立大学）

【概略】 

意⾒交換  とりまとめ：⾺場先⽣

朝⽇向：届け出を受け取った後に、市が審査するときにどう確認している？

→仲：課に建築確認申請を出してもらい確認。これまでは完了検査までに必ず出してもらっている

中野：奈良県の浸⽔被害防⽌区域が⾮常に難しいとの話に関して、どうすればできるのか。
合意形成には権利者の納得感が必要。学は納得感形成に何ができるか？

→近藤：⼟砂災害であれば法に沿って指定。浸⽔区域に関してはどこで指定すべきかはっきり決ま
っていないため難しい。浸⽔区域で災害レッドゾーンを決めるとまちが死んでしまう。ハー
ドルが⾼すぎる。

中野：規制に合意してもらうための市⺠の納得感には、どういう情報が⼀番重要か？

→熊⾕：届出事業者への説明を重視した。住⺠からの直接の反対意⾒は出なかった。

⼤⻄：研究者がどう関わるべきか、⾏政から答えることは難しい。完璧な納得はあり得ず、「地元の
ことは地元でやらねば」の声が上がったことが重要。オピニオンリーダー、キーマンが必要。
前に進まなければの前提的な合意があって、プロセスのデザインは研究としても重要。

佐⼭：三次市の例は既往豪⾬がきっかけ。災害の後はやりやすいが、災害前に実⾏できるか。

→仲：三次市では災害前は議論がなかった。

→近藤：災害を契機に合意形成・⽬標設定。

→佐⼭：災害を契機に前進させることも研究として重要。

⽊内：富⼭市は逆に災害が少ないから進みにくいということはあるか？

→ 沖村：災害経緯は進めやすさに影響。共感できるかどうかに関して、効果の⾒える化・数値化が
重要なきっかけになる。

⾺場：災害をきっかけとしてうまく捉えることは重要で、災害前にその準備もできるのでは。
研究者と⾏政が⼀緒に考えるべき。利害関係者以外も含む全部で進めていく、リスクコミュ
ニケーションを図る

→近藤：⾒える化は住⺠にも議会向けにも必要。シミュレーションを⾃治体が実施するのは難しい
ので、奈良県で作って渡している。効果を⽰せれば合意形成が進みやすい。
ため池は効果が⾒えやすい所を選んで進めていく。

→⾺場：うまく進めるために学が役⽴つところがある。

剱持：富⼭市の開発⾏為の抑制指導は⾏政指導なのか？奈良県のため池の⽔利権を治⽔に転換する
ことは抵抗なく受け⼊れられたか？

→沖村：流出抑制をどのように法に位置付けるか検討している。

→近藤：ため池は全量が農業⽤。従来ほど利⽔容量が重要ではなくなってきている背景もあり、お
願いベースで合意が得られたところのみ、進めている。
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⼤原：奈良県のため池 今のため池が減らないように対策しているか？ため池があることによる地域
住⺠の QOLの課題はあるか？

→近藤：農家が減り、ため池の維持が難しくなってきている。ため池廃⽌には届け出が必要。それ
に代わる貯⽔容量を⽤意するなど。ため池と遊歩道の整備を⼀緒に進めてため池治⽔を進
めている例がある。

藤⾒：熊本では地下⽔浸透の実施者にいくらか⾦銭的に補助している。ため池ではどうか？

→近藤：過去からやってきておりこれからの⽀払いは難しい。現状は無償で協⼒をお願いしている。
農家のリスク低減も併せて説明している。

→⾺場：ため池整備だけでなく排⽔機場とセットで整備を進める等の事例がある。

⽊内：北陸で多段階リスクを⾒ると、1/10規模で浸⽔している事例がある。急流で侵⾷破堤しやす
い影響を考慮しているそうだが、設定の妥当性について教えてほしい。

→瀧：滋賀県では越⽔のみ。計画⾼⽔位までの施設の責任。越⽔なき破堤は責任を持つ必要がある
のかどうか議論し、滋賀県では⼊れなかった。越⽔なき破堤の根拠づけは難しいのではないか。 

→⽥中(耕)：整備途上の河川ではスライドダウンして破堤考慮するため、確率が⼤きくなっている
可能性がある。前提条件によって、踏み込むべきかどうか変わる。

⾺場：優先的にどこを守るのか、誰がどのように守るのか。ハード整備の⽬標と限界を把握する必
要があるが、地形や地域の事情によって難しい。まだまだ研究が必要で、折り合いをつけてい
けるように、広域調整の余地や意義があるのか、スモールスケールで進めるのか、引き続き議
論させていただきたい。
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2-2  事例発表②：流域治水事例

2-2-1  「吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画」の策定と今後の課題：畑山作栄（国土交

通省北上川下流河川事務所） 

【概略】 

【流域治⽔と気候変動影響】・流域治⽔でどの対策を進めるか。多く流す／貯める

・気候変動で降⾬量増加し、全国的に災害が頻発。

・短時間・局地的豪⾬が増えている。過去 10年で東北の約６割の市町村で時間⾬量の記録更新。
いつどこでも災害が発⽣し得る。

・治⽔対策のスピードアップだけでなく流域治⽔を推進。

【流域治⽔推進計画の動画視聴】

・R4.3 ⽔害に強いまちづくりモデル事業、R5.7 東北地⽅初の特定都市河川に指定。

・河川整備、農地防災、流域対策（⽥んぼダム、ため池の事前放流、宅地嵩上げ、内⽔対策）、
ソフト対策（教育・啓発、排⽔と機材避難）

・特に地域のサポートに注⼒。農地そのものを守る対策、農作物の販売促進対策、啓発・情報提供
等。関係機関⼀体となって進める。

・「命と⽣業を守る協働推進チーム」を設⽴。計画推進。

・⽥んぼダムで作ったコメを商品化、販売促進策、「チスイレンジャー」、当たり前の⽇常を守る。

【課題と対応】

・地域の熱量の維持。⻑く続けて⾏けるか。上流/下流のあらゆる⼈に win-win-winの関係に。

・⽥んぼダム…施設整備が必要。地域ごとの進捗にバラツキ。⼤⾖等への転作時に湛⽔可能か
→ 各種補助精度を活⽤。整備⽀援、排⽔⽀援ほか

・指定による⼟地所有者へのメリットは？ → 固定資産税等への「特例措置」

・居住誘導には⻑い期間が必要。→ 住宅購⼊や宅地嵩上げへ補助⾦、各種補助制度や地⽅債を活⽤。 

・河川側では、河道掘削、ダム事前放流、⼆線堤整備（⼤崎市の⿅島台市街地を守る。国内唯⼀か）。 

・農業者と⽥んぼダム実証コンソーシアムを組織。

・「国営総合農地防災事業」事業化に向けて農⽔省と協働。排⽔機能の増強、集中監視について合意。 

・熱量維持のため「りゅうちるネットワーク」R5.4設⽴。地域の関係者が“みず”から守る流域治⽔。 

・⽥んぼダムのコメから⽇本酒を作った。地域に利益還元し、防災・減災の取り組みが進む循環。

・「命と⽣業を守る協働推進チーム」を設置。流域治⽔計画の推進とフォローアップを担う。

【質疑応答】

⽊内：⼆線堤の川側は守られずリスクが増加すると考えてよいか。どのように合意形成したのか。

→畑⼭：河川・道路で費⽤負担。移転補助で居住誘導を検討したが、できていない。指摘の通り。

松⽥：⽥んぼダムの予算区分は？ スマート農業等も連携しているか。

→治⽔予算は⼊れず農業予算で進めた。
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2-2-2  滋賀県流域治水の推進に関する条例に基づく取組みの検証：中西宣敬（滋賀県流域治水政策室） 

【概略】 

（導入）県内いたるところで、古くから浸水を防ぐ知恵があった。

１．「滋賀県の流域治水」の目標

・どのような洪水にあっても人命を守る。

・河川整備による川の中の対策だけでなく「ためる・とどめる・そなえる」対策を総合的に実施。 

２～３．「滋賀県の流域治水」の基礎情報「地先の安全度マップ」

・「防災施設の安全度」ではなく「人々の生活する場の安全度」を示す。

・大きな川だけでなく、中小河川や身近な水路の氾濫も考慮。

・内外水氾濫を一体的に解析できる統合型水理モデルを採用 → 浸水深・浸水頻度をマップ化。

４．「滋賀県の流域治水」の手段（ながす）

・ながす：川の中で水を安全に流す対策。河川整備・ダム整備、維持管理、堤防強化

５．「滋賀県の流域治水」の手段（ためる）

・ためる：雨水をためる対策。1000m2以上の開発時に、農地・森林開発を規制

６．「滋賀県の流域治水」の手段（とどめる）

・リスクマトリクス…リスク＝（発生確率）×（被害の大きさ）で２軸評価。

→ リスク領域ごとに建築規制、市街化区域への新規編入禁止（いずれも対策がなされれば許可） 

・とどめる：10年確率降雨で 50㎝以上の浸水が予想される区域の土地利用を制限。

200年確率降雨で３ｍ以上の浸水が予想される区域で建物の高さを規制。

事業者は、盛土構造物の設置により、周辺で著しい浸水被害が生じないよう配慮。

７．「滋賀県の流域治水」の手段（そなえる）

・そなえる：水害に備える対策。

出前講座、図上訓練、まるまち看板設置、水害履歴の聞き取りとマップ化。

【課題】

・条例制定から 11年が経過し、審議会で検証した。7項目の答申と課題があった。

・答申３：浸水警戒区域の重点地区での取り組みチェック

→ 開発が進んでいないところでの区域指定も考えるべき。

・答申４：浸水警戒区域における支援制度の現状と改善。

嵩上げ盛土費の 1/2支援→建替えしない場合の支援も。逃げ遅れた際の避難場所整備

→ 家屋内の垂直避難も困難な場合も課題(真備町の事例)。
「付近に有効な避難場所があること」を許可基準に含めていない。

・答申６：霞堤の効果把握と活用・支援を検討。背後地の浸水被害への対応が必要(貯留機能保全区域)
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【質疑応答】

大原：リスクマトリクスによる流体力・家屋流失に関する議論の経緯や今後の展望はあるか。

→ 中西：流体力も議論して、学識者の意見を受けて浸水深のみとした。国の対応を待って考えたい。 

瀬木：新しく市街化区域を広げることは、今現在でどれくらいあるか。

→ 中西：正確にはわからないが、毎年４～５件の区域編入の意見照会があり、指導している。

松田：避難場所整備事業の活用事例がない理由は？

避難所以外の避難者把握・支援も含めた補助も議論されているか。

→ 中西：市町は既存施設の避難所利用は検討されているが、新規整備の考え方そのものがない。今
後は避難所の機能強化等も含めて検討したい。

藤見：浸水リスクの評価方法は？

→ 中西：県管理河川だけでも５００を超える数があるため、浸水想定区域図のマニュアルのような
破堤箇所ごとのシミュレーションは難しいため、破堤条件は複数設定しているものの、破
堤箇所ごとではなく、各破堤条件で１シナリオのシミュレーションとし、最大包絡をとっ
ている。
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2-2-3  市管理河川を対象とした流域治水計画の策定と今後の課題：平塚道紀（日立市）

【概略】 

１．日立市の概要
・225㎞ 2のうち計画区域 83㎞ 2、人口 16.3万人。「日立」は水戸黄門 水戸光圀公の言葉由来。
・南北に細長い台地に市街地形成。道路・鉄道が台地を南北に縦貫。
２．本計画における土地利用マネジメント
・台地を河川が侵食して東西に谷筋。道路・鉄道盛土構造物に流水が阻害され局所的に水が溜まる。 
・流域面積が小さい急こう配の河川で、短時間に水位上昇。浸水区域からの避難が難しい。
・人口は 2040年に 12.6万人まで減る予測。空き地・空き家の増加、流域全体を見据えて計画立案。 
・河川と住宅や道路が隣接し、拡幅は困難。空き地・空き家の転売による浸水被害継続の懸念。
３．本計画策定の背景
・R5台風 13号で線状降水帯が発生、降雨量観測記録を更新。市内 39/67河川で溢水、浸水 525棟。 
・日立市が運営する天気観測所の観測では、気候変動で１時間最大降雨量が過去 72年間で 1.3倍に
増加。治水の考え方自体を考え直す必要。
→ 浸水想定区域内の住民ヒアリング実施。水害経験有り 5割、ハザードマップ認識 6割。自主対策
を行う人は少ない。 

４．本計画の基本方針
・R5豪雨で被害が大きかった田尻川では、現状評価 1/5規模に対して R5豪雨は 1/80規模。
・R5豪雨では、全川にわたって流下能力不足、特に道路・鉄道横断箇所がボトルネック。
・局所対策では水害リスクが下流に移動。下流からの改修では事業が長期化。効果早期発現が必要。 
・従来基準にこだわらず、市の特性に応じて施設整備や土地利用マネジメントの観点で治水対策を
進める。

５．土地利用マネジメントと連携した施策
(１)遊水地・調節池の整備 … 浸水区域から移転させて遊水地整備。被害対象の減少と流出抑制を
両立。

(２)立地適正化計画の見直し … 浸水深 0.5m考慮して居住誘導区域を再設定。
(３)住居の個別移転助成 … 浸想区域の住宅所有者に、安全な地域の中古住宅への移転費用を助成。 
(４)住宅の防災改修 … 浸水被害を受けた住宅に対し、床面の嵩上げや盛土工事の一部を助成。
(５)住宅の浸水対策への支援 … 既存住宅の防水板･浸水防止塀設置、設備機器の嵩上げ等を助成。 
(６)ハザードマップ更新 …既存のハザードマップを R7.9に更新・公表。今後も適時更新する。
【課題】
(１)空き地・空き家の取り扱い…土地利用制限すべきだが、私権制限となり合意形成難しい。
(２)立地適正化計画の運用…届出義務はあるが強制的な制限はできず、実効性の向上が課題。
(３)住民意識の向上…意識格差の解消、流域治水への理解を高める、水害リスク認識、水害保険加入
の促進。 

(４)財政負担…国の交付金の採択条件を満たさず、地方債に依存。安定した予算確保が必要。
→ これまでの考えにこだわらず、都市構造の変化を前向きにとらえて考えていきたい。
→ さらに学術研究を深めていただき、知見を活用したい。
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【質疑応答】
中野：立地適正化計画で、居住誘導区域 浸水深 0.5mで除外はかなり厳しい。想定は L1か L2か。

保険加入は重要だが、居住誘導区域外に住宅への補助を入れることは噛み合わないのでは。
→ L2想定。今後の参考としたい。
内藤：法定外公共物の管理条例があるか。運用を変えた経緯はあるか。

→ 条例はあるが、変えずに計画策定。運用も変えていない。
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2-2-4  コメント：田中耕司（河川情報センター・兵庫県立大）、岡井有佳（立命館大学）

【概略】 

コメント：田中先生

北上川 … 生業と、地域の熱量維持のサポートは重要。

滋賀県 … 検証されていく中で、とどめる／そなえる対策のリスクコミュニケーションが有効。

日立市 … 準用河川の流域治水と土地利用。地域のネガティブな問題を流域治水でポジティブに
転換できるか。

１．これまでの治水計画とこれからの治水計画

・流域で不利益をいかに配分するか。流域内外での解決の仕組みが必要。

・整備計画の内数、連携の中で堤内地の負担 … 河道の負担をどう取り決めるか。

２．確実性と不確実性

・計画論の中の話と実現象の話をどう取り扱うか。統計的外れ値をどう扱うか。

・d4PDFの莫大なデータを、いかに使うか腕の見せ処。

３．完全性と不完全性

・これまで目指した完全治水 → 現状では不完全性を黙認。

・現象と計画の違いがあらわになってきた。

・内水を考慮すると外水位は下がる。河道内に余裕ができる、河道はまだ頑張れる。

４．流域治水施策の評価

・合意形成のプロセスはリスクアセスメント＋リスクコンサーン。

・当事者は不完全性の認識が必要。地域の変化も考慮。

コメント：岡井先生

１．流域治水は市町村単位や県単位ではなく流域単位で検討すべき。

・北上川…ハード・ソフト対策が進んでいる。特定都市河川は全国であまり進んでいない現状。

・滋賀県…人の住んでいる場所から区域指定しているが、人が住んでいない方が規制しやすい。

２．高リスク区域では建築できないようにするべき。人が住んでいない場所は規制しやすく、高リ
スク地に人口が増える前に規制を進めるべきではないか。フランスの事例参考。

・お金をかけるべきエリアかどうか、ハード整備すべきかどうか考える必要がある。適宜、縮退を
認めるべき。

・行政の責任…リスクがあるところで、実際に指定を行うかどうかは行政判断。技術への信頼度が
高まっているがゼロリスクにはできない。財産権への抵触の懸念。

・時代的に人口減少局面にあって、リスクの高い土地を縮退させる考えが必要。規制ができないま
でも水害保険を義務付ける等が必要ではないか。
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2-2-5  意見交換とまとめ：佐山敬洋（京都大学）

【概略】 

佐⼭：論点は２つ

・事例発表を基に、現実の課題や市や国による⼿法の違い等を踏まえて気付きを共有。

・順応的マネジメントのような次の流域治⽔のイメージについて

⽊内：⽇⽴市のスライドに「コンパクトシティとの相反」と書かれていた。昔に開発されて空き家
が出てきている住宅地で、市街地に集約するのではなく、流域治⽔であえて⾼台へ移っても
らうとの話。どのような議論があったのか。

→平塚：⼭側の丘陵地を切り開いて団地化したが、⾼齢化して空き家が増えた。空き家対策に補助
⾦を出すなど、対策に取り組んできている。中⻑期的に、⽔害を優先して⼭側の団地に移っても
らい、世代交代を⾒据える。

瀧：事例がたくさん出てきて、違いをどう捉えるか。ベースにしている情報の違いと規制・強制⼒
の違いを 2軸で考えると整理できるのでは。

⽥中智：滋賀県では「⽣業」を伴うような移転はあったか。事例を集めて⽐較分析できると良い。

→平塚：アンケートで、コミュニティが変わることに抵抗があるという意⾒があった。なるべく近
いコミュニティに移ってもらうなど合意形成に配慮。

→滋賀：⽔害に適した住まい⽅をしていただく考えなので、現在の地域で継続してもらう。

佐⼭：事例の類型化は重要。

成瀬川・⾼梁川：堤防整備に従って市街化進んだ。

⼤和川：下流のような都市部で⼟地利⽤を考えるのはナンセンス。上流では泣く泣く⽔を蓄えて
いる事情がある。河川沿いの農地等に遊⽔地を作る等、⼟地利⽤のマネジメントが必要。 

由良川：内⽔氾濫の頻度⾼いが連続堤は適さず、嵩上げ等が有効か。建築の状況⾒ると違和感ある。 

那珂川：低位段丘⾯には⼈は住んでいないが､管理必要。

盆地型､背⽔型､低位段丘型､都市内⽔型などの類型化が必要。

中野：研究者や技術職員、営農者等の守る⼈たち⾃⾝が減っていく。不確実性などリスクの複雑さ
がある⼀⽅で、その簡便的な指標やコミュニケーションのあり⽅が⼤事。

→佐⼭：リスクの⾒える化の情報は必要。他にもあるか。

→⽥中智：気候変動と実例を対⽐して考えると、洪⽔と⼟地利⽤では地域によってどう守るべきか⾃
ずと絞りこまれる。河川側から⾒た類型化と地域社会⽂化の類型化を⾜していけると良い。 

→⼤⻄：問題は常に動的で、主体はそこに住む⼈。枠組みを提供できるのは専⾨家の役割が⼤きい。
⾔語の共通化を含めて、個別の⼈々を想定して伝える努⼒が必要。「みずみんフラ」等の新
しい概念は伝え⽅の⼯夫の余地あり。

佐⼭：計画は硬直的になり、気候変動には不確実性があり、幅や不完全性もある。１本のハイドロ
や○○年洪⽔で決めるだけではなく、⾃由に考えてみることが良い場合もあるのではないか。 
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2-3   総合討論・まとめ：中村仁（芝浦工大）

【概略】 

中村：・この研究会は今回で４回目。大変良い取り組み。

・毎回充実度が増していっている。ぜひ継続を。

阿部（ドーコン）、千葉（北海道河川財団）：結果整理の報告（本報告と重複する内容のため割愛）

吉田（日本エヌ・ユー・エス）、清水（パシフィックコンサルタンツ）：

グラフィックレコーディング報告

・印象的だったのは「納得感」「順応的管理」「常識を疑ってみる」

・吉田松陰「夢なかりせば成功なし」

・共通性と固有性の認知

・確定的ではなく、自由に考えてみては。

・事例を増やして、共有し、見える化して合意形成を。

中村：土地利用マネジメントについて今一度考えたい。狭い意味で土地利用規制というと、守れない
所の残余を扱うという意味になりがち。「流域マネジメント」では広すぎるが共通言語が必要。 

・「アダプティブマネジメント」は２つの意味がある。生態系と都市計画で異なる。

・「非定常性」も食い違い。田中先生と二見先生が話した意図には違いがある。深める必要あり。 

・「避難」は危機管理対策と捉えがちだが、土地利用や都市計画と密接に繋がっている。

・河口さんの「避難場所をどうするか」の議論では、土地利用マネジメントとして述べていた。
土地利用も考えるべき。

・協働のまちづくり、プロセスデザイン…プロセス自体に正当性あるか、法学面から議論が必要。 

・見える化…シミュレーションによってモノを言えない川が意見を出している。河川もときど
き氾濫したいと思っている。モノを言えない人や自然物を含めて議論していくなかで、シミ
ュレーションは有効。

最後のまとめ

木内：多くの方に残っていただき、ご協力をいただいて、深い議論ができるようになってきた。

・グラレコと報告書を後日共有予定。

・後ほどアンケートにご協力を。

本日は長い時間ありがとうございました。
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参加者アンケート結果 

実施方法・回収数：集会中に告知した２次元バーコードにより Google Form から回答。回収数 32。 

Q1. 年齢 

Q2. 所属機関 

Q3. 専門分野 

Q4. 参加日程 
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Q5. 参加セッション 

Q6. 特に興味深かったセッション 

理由 

 行政実務に近い具体的な話題提供があり、研究と実務の距離感を実感できた。
 抽象論にとどまらず、制度や現場運用に踏み込んだ議論が印象に残った。
 少人数であった分、発言しやすく、密度の高い意見交換ができた。
 若手による問題提起が率直であり、今後の研究テーマとして刺激を受けた。

Q7. 全体満足度 

理由 

 分野横断的な参加者構成により、普段接点のない専門分野の考え方を学ぶことができた。
 一方的な講演形式ではなく、議論を重視した構成が良かった。
 流域治水を土地利用と結びつけて整理する視点が明確で、問題意識を共有しやすかった。
 参加者同士のネットワーキングの機会として有意義であった。
 研究段階の試行的な議論も率直に共有されていた点が評価できる。
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Q8. 印象に残った論点やキーワード 

主な回答 

○不完全性・不確実性（n=7）：不完全性、不確実性、不一致等
○順応的管理（n=7）：順応的管理、すりあわせ、思考の柔軟性
○規制・法制度・条例運用（n=6）：強制力、資産価値への影響、規制水準等
○合意形成・納得感・社会過程（n=4）：納得感、納得形成、合意形成、利害調整
○都市構造・土地利用との関係（n=4）：居住誘導・住まい方・氾濫許容、人口減少と将来の

街の姿、都市計画と治水の折り合い等 

○見える化・目標設定（n=2）：見える化、目標値の見える化
○時間軸・計画論（n=2）：防御対象と時間軸、現在／過去／将来のつながりの重要性

Q9. 今後の流域治水の推進において、特に重要だと考える分野（３つまで） 

Q10. 土地利用マネジメントと流域治水の連携において、最も障害となる課題 

回答結果の整理と主なキーワード 

○合意形成・納得感（n=10）：目標とする都市像の合意形成、危険地域居住者の理解と権利の整
理等 

○時間スケールの差（n=4）：防御対象と時間軸、河川管理と都市計画の時間スケールの差等
○制度間の整合（n=3）：制度間の整合、縦割り、法的根拠等
○都市構造・土地利用（n=3）：土地利用規制の扱い、市街化編入抑制区域、工作物等
○人材不足（n=2）：行政・専門人材の体制面等
○財政的制約（n=2）：財源・投資の継続性等

Q10. 今回の議論を踏まえ、国・県・市町村・研究者・民間のあるべき役割分担 

回答結果の整理 

○国 ： 制度設計・ガイドライン整備、財政的枠組みと広域的視点の提供、データ基盤の整備
○県 ： 広域調整のハブ、市町村の条例運用・計画運用を支える制度運用・調整
○市町村：具体的な土地利用と運用、現場実装、住民とのコミュニケーション／合意形成の最

前線 

○研究者：研究・検証・評価、効果の見える化、第三者的な政策評価の主担当
○民間： 地域実装の技術支援、合意形成や運営の実務支援、行政と研究の橋渡し
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Q11. 自治体現場での実践、条例運用に関して、改善すべき点 

回答結果の整理と主なキーワード 

○制度運用の明確化・柔軟化（n= 7）：適用範囲の大小に応じて運用が容易にできる制度化、法
制度の連携（河川、都市計画、建築）、広域連携・越境協働等 

○目的・評価フレームの再設計 （n=3）：目的の再確認（リスク削減が唯一の課題ではない）、
定性的な部分も含めた取り組みの評価とモニタリング等 

○財政措置・インセンティブ（n=3）：国レベルで…財政措置の充実が必要、積極財政と連携し
た投資等 

○データ整備・把握・見える化 （n= 3）：行政もその実態を把握しきれておらず…見える化の
検討余地、評価とモニタリング、情報発信 

○工作物・開発立地コントロール（n= 2）：工作物（太陽光等）の開発立地コントロールが不
十分、貯留機能保全区域へのメリットを厚く 

Q12. 今後議論すべき内容 

回答結果の整理と主なキーワード 

○事例研究・知見の蓄積（n= 4）：事例研究／（法学分野も含めた）プロセスデザインの検討等
○関連法制度・計画統合（n=4）：水循環基本法など関連施策との連携・活用、制限の制度設計

と社会設計、国土利用計画の観点等 

○縮退・将来像と居住のあり方（n=2）：縮退の影響下での実社会とのすり合わせ、氾濫許容・
居住誘導・最適解 

○類型化・流域特性（n=2）：地形・地域性に応じた類型化、流域特性による事例整理
○用語整備・プロセスデザイン、景観・環境配慮、主導体制・ガバナンス、評価手法・見える

化 、研究と実務の連携等 

Q13. 自由記述（その他意見） 

主なもの 

 たいへん勉強になりました、非常に学びの多い有意義な機会でした、等
 とても有意義で、今後の研究に大きな示唆を得ました
 若手セッションは他分野の先生との繋がりづくりに良い機会になった
 次回も参加したい、若手にも機会を与えてほしい、等
 発表内容も充実しており、幹事の先生方に感謝
 （流域治水を）実施しているのか不明だったが、自治体の取組が進んでいると分かった
 本市への様々な意見を伺えて参考になりました
 10〜30 年先の将来シナリオを踏まえ、地域特性に応じた現実的な流域治水計画を作るべき
では

 議論を深めるには、用語の定義をすりあわせる必要がある（特に「洪水リスク」）
 河川工学の専門家の参加が少なく感じた
 討論者の発表が長すぎて、討論にならず残念だった
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